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はじめに

森戸 昨年は盛先生に口火を切っていただいたので,

今年は私から話をさせていただきたいと思います｡ 去

年と同様の ｢モリモリコンビ｣ ですが, 今年どちらか

が替わっていたらいかにもケンカしたみたいですよね

(笑)｡ ホッとしています｡

今年の労働法制の動きをフォローしますと, まず 4

月から労働審判制度が始まりました｡ 新聞報道によれ

ば, たとえば東京地裁では 3 カ月で 15 件決着したと

か, それなりにスピード解決になっているので最高裁

もまずは順調と評価しているとか, そういうのが出て

います｡ まだうまくいったとか失敗したとかの評価す

る時期ではないと思いますけれども, とりあえず動き

を見守るという感じでしょうか｡

盛 今のところそういう新聞報道でしか一般的な状

況は知りませんが, 知り合いの弁護士の話を聞いても,

比較的うまくいっているということのようです｡ でも,

地域的にだいぶ差があるようだし, どちらかというと,

うまくいきそうな事件を選んで労働審判にかけている

というところがあるかもしれません｡

森戸 それはあるみたいですね｡ 裁判所も労使双方

の弁護士も, 最初だからちゃんとやろうと一生懸命やっ

ているようです｡ 特に東京地裁あたりは｡ 逆に青森,

秋田, 福井など 9地裁は 7 月時点でまだ労働審判が 1

件もないそうです｡ まあとにかく労働審判はこれから

ということでしょう｡

それから男女雇用機会均等法の改正が通りまして,

来年度から施行です｡ 限定的ではありますが, いわゆ

る間接差別の禁止規定ができました｡ それからもう一

つ, 注目の労働契約法のほうは中間報告が見送られた

りとちょっと先が読めない状況です｡ このあたりはい

かがでしょうか｡

盛 均等法の改正は, 相当大きな意味を持っている

と思います｡ これまでだと女性であることを理由に差

別してはいけないという法律でしたけれども, ようや

く男女均等に取り扱わなければいけないということに

なりました｡ 間接差別禁止の導入も, 最初はかなり限

定的になりそうですけれども, 今後, それが広げられ

る可能性はあります｡

この均等法という法律は, 小さく産んで大きく育て

るという典型的なものだと思います｡ ほかの労働関係

の法律も, 同じようにいい方向で改正されるといいん

ですが｡ でも, 大きな改正とはいっても, これでやっ

と均等法も世界的水準になったというところでしょう

か｡

森戸 労働契約法のほうはいかがでしょうか｡ 盛先

生は連合での研究会にも参加されていましたが｡

盛 見通しは大分暗くなったという感じです｡ ちょっ

と不純な動機が多すぎますよ｡ 本来であれば, 労働契

約法というのは 50 年, 100 年の使用に耐えられるよ

うなきちんとしたものをつくるべきなのに, いろいろ

な思惑から夾雑物というか, 要らないものが入りすぎ

て, 結局ああいうふうに審議が一時中断してしまいま

した｡ だから, もう少しあるべき労働契約法制という

のはどういうことかということから議論をやり直さな

いといけないと思いますね｡

森戸 では判例の話にいきたいと思います｡ 今年取

り上げるのは, 平成 17 年度の裁判例ですが, 何か特

色はありましたでしょうか｡

盛 毎年そうなんですが, 今までなかった新しい問

題に関する判例が出てきます｡ 今回取り上げるいくつ

かの判例がそうですが, 高給証券マンの残業手当問題

しかり, 企業年金しかり｡ それから新しい法律の制定

や法改正があって──できてすぐ判例が出るわけじゃ

ありませんが, 文書提出命令とか, そういった問題も

出ているし, JT 乳業事件のような, まさに現代の企

業社会の動向を反映したような裁判例も出ている｡

テーマとしては新しいものが続々と出てきていると

いう感じがしますが, 判例としてこれは重要とか, 今

後に影響を与えそうなものとなると, どうかなという

気もします｡

森戸 そうですね｡ 理論的にすごく大きな展開をも

たらすものはないけれど, 時代の変化に応じていろい

ろとバラエティーに富んだ事例が出てきているという

ところでしょうか｡
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1. 大学病院臨床研修医の労働者性

関西医科大学研修医事件 (最二小判平成 17・

6・3 労判 893 号 14 頁)

森戸 事案のほうですが, A は Y 大学病院の研修

医でした｡ 医師国家試験合格後に始まった臨床研修の

2カ月目, 耳鼻咽喉科での研修期間中, 自宅で急性心

筋梗塞で死亡しました｡

A の遺族である Xらは, 労基法上, したがって最

賃法上も Aは労働者であったにもかかわらず, 最低

賃金をもらっていなかったということで, A に支給

されていた奨学金などとの差額を請求しました｡

認容額は一審と二審で若干変わりましたけれども,

結論としては Xらが勝訴しました｡ この研修医の A

は労基法上労働者であったと｡ 最高裁も Y 側の上告

を棄却, A が労基法上かつ最賃法上労働者であった

と認めました｡

A の働き方を見ますと, 朝 7 時半から 8 時半まで

採血, 点滴｡ 午前中は一般外来の診察補助｡ 午後は専

門外来の診察補助または見学｡ 火曜, 水曜には手術の

見学もあった｡ 夕方, 4 時半から 6時ぐらいは自己研

修ということでカルテや文献を読んでいた｡ 夜は 6時

半ぐらいから点滴があり, 7 時以降 10 時ぐらいまで,

入院患者への処置の補助｡ 時には単独でも処置をした｡

これに加えて, 指導医が当直のときには一緒に副直に

も入ったということのようです｡

最高裁の判断ですが, まず一般論として, 医師国家

試験合格後の臨床研修には教育的側面もあるが, 指導

医のもとで研修医が医療行為に従事することを予定し

たものである｡ したがってこれは不可避的に病院のた

めの労務の遂行となる｡ これを指揮監督の下で行った

場合には, 労基法上, 労働者となる｡ これが一般論で

すね｡ では本件では具体的にどうだったかというと,

A は休診日等を除き, Y が定めた時間及び場所にお

いて, 指導医の指示に従い, Y が患者に対して提供

する医療行為に従事していた｡ さらに Yは Aに対し

て奨学金等として金員を支払い, これにつき給与等に

当たるものとして源泉徴収 ｢まで｣ 行っていたと｡ そ

うするとAは Yの指揮監督の下で労務の提供をした

ものと言える｡ よって, 労働者である｡

＊｢労働者｣ 性の判断 旭紙業事件との関連

本件の意義ということで考えますと, 最高裁の判決

であること自体の意義を別にすれば, さほど大きなも

のではないのかなというのが正直なところです｡ これ

までに労基法上の労働者概念, 労働者の意義について

判断した最高裁判決は, 横浜南労基署長 (旭紙業) 事

件 (最一小判平成 8・11・28 判時 1589 号 136 頁) で

す｡ 本件はこれに次ぐ 2件目ですが, 基本的には旭紙

業事件の考え方を踏襲しているのではないか｡

その旭紙業事件では, 労基法上の労働者の定義につ

いて一般的な規範が示されたわけではありませんでし

たが, 指揮監督の下で労務を提供するということが労

働者たるための重要な要件であるということは読み取

れた判決でした｡ 本件もこれと同じ立場に読めます｡

ただ, 誰かの指揮監督の下に, その誰かのために労

務を遂行するのが労働者である, というやや一般論的

なことも言っていますので, そこはより明確になった

ということは言えるのかもしれません｡ しかし基本的

には前の判例と同じような判断だろうと｡

では, その指揮監督下での労働であったかどうかは

どのように判断されるのか｡ 本件判旨によれば, 時間・

場所の拘束, 業務遂行に関する指示, これらがあった
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事案の概要

Aは大学Yを卒業後, 医師国家試験に合格, Y

の開設する病院において臨床医研修を受けていた

ところ, 自宅で急性心筋梗塞により急死した｡ A

の両親である Xらは, A は労働基準法, 最低賃

金法にいう ｢労働者｣ にあたるにもかかわらず,

最賃法を下回る賃金しか支払われなかったとして,

その差額の支払いを請求した｡

ピックアップ 



から労働者だ, という結論になっています｡ このあた

りの判断ファクターも, 基本的には旭紙業事件と同じ

です｡

旭紙業事件は最終的には労働者性が否定されたので

すが, 地裁では労働者性が認められていました｡ 形式

的には時間・場所の拘束や具体的業務の指示はなかっ

たが, 実質的にはそのような拘束や指示があったと評

価できる部分があった事例だったんですね｡ そういう

意味では, 本件より微妙な事案でした｡

これに対し本件は, 地裁からずっと結論は変わって

いませんし, 実際上はもちろん, 形式上も明らかに時

間・場所の拘束や業務の指示がありました｡ まあどう

見ても労働者だろう, という感じです｡

盛 今の旭紙業事件判決との関係ですけれども, 私

は少し別な感想を持ちました｡ この事件は, トラック

持込み運転手の労働者性が問題になったものですが,

最高裁判決は, 原審が認定した事実関係をもとにして,

最初に, 上告人は ｢自己の危険と計算の下に運送業務

に従事していた｣ と事業者性を肯定するような判断を

したうえで, そのことを否定するような要素があるか

どうかということで, 指揮監督の有無や時間的・場所

的拘束の問題を取り上げていました｡ しかも, 原判決

が, 本件のように労働者と事業主との中間形態にある

場合には当事者の意思を尊重する方向で判断すべきだ

との独自の見解に立って労働者性を肯定していたのに

対して, 最高裁はそのような見解によらずに同じ結論

に達したという点でも注目されるものでした｡

それまでの下級審判例の多くは, 個々の事案におけ

る諸般の事情を考慮して, 労働者が使用者による指揮

監督下にあるかどうかを中心として判断していたと思

いますが, この最高裁判決では, そのような総合的な

判断というよりも, まず事業者性を問題にして, それ

を否定する要素があるかどうかということを問題にし

たとすると, もしかすると最高裁は新たな判断枠組み

を採用したのかなと考えていたのです｡

これに対してこの関西医科大学事件判決は, 事業者

性があるかどうかは問題にしていません｡ これは当た

り前の話で, 病院の医療業務に医師の指導のもとに従

事している以上, 自己の危険と計算の下に業務に従事

することは考えられません｡ ただ, これが文字どおり

の研修であったらどうかという問題はありますが｡

もう一つは, そのこととの関連でいうと, やはりこ

の関西医大事件判決では, 旭紙業事件判決以前の判断

枠組み, つまり時間的, 場所的拘束などの諸般の事情

を考慮して総合的に判断する, という方法を用いてい

るように思います｡ これが果たして旭紙業判決の判断

枠組みを変えたのかどうか, あるいは事案に即して,

それにふさわしい判断枠組みを採用しようとしている

のかは, 今後の判断を見てみないとわからないといっ

たところでしょうか｡

森戸 たしかに旭紙業とこの事件とでは事案の性格

が大分違いますね｡ 盛先生としては, 私の考えとは違っ

て, 旭紙業と関西医大は似たような判断ではないと｡

本件はむしろ旭紙業以前にまた戻ったのではないかと｡

盛 ええ, 形の上ではそうなっているのかなと｡

森戸 私は, 判断の基準, 要するに時間や場所の拘

束など, そのあたりは同じなのかな, と割に簡単に考

えたのですが｡

盛 考慮する個別的な要素というのはそんなに大き

く変わらないと思います｡ ただ, 全体としていろいろ

な要素を並べて, その総合的評価をするのか, それと

も事業者性の有無や程度の推定のようなことをして,

それを覆す要素があるかどうかを評価することで, 結

論に違いが出てくるのかなと｡

森戸 なるほど｡ この事件はいずれにしても事業者

かどうかというところから判断するような事案ではな

い｡ 学生もどきの修行中の身か, それとも本格的な労

働者か, せいぜいそのあたりの区別ぐらいしかできな

い｡ しかし日本の現行法上 ｢修行中｣ という身分はあ

りませんから, そうすると本件のような判断枠組みに

なるということでしょうか｡

＊｢研修医｣ の定義

盛 そうですね｡ 研修医というのは, 言葉としてど

うかということもあります｡ というのは, 同じ研修と

いう言葉を使っていても, 技能の習得そのものを目的

として技能訓練施設のようなところで研修しているよ

うな研修生であれば一般には労働者とは言えない｡ 労

務を提供して対価を得ているんじゃなくて, 技能の習

得そのものを目的としているわけですから｡

これに対して, 例えば企業である業務につくために,

それに必要な技能を身につけるための訓練や研修とい

うことであれば, これは業務の一環ということで, そ

の場合は労働者と評価されるでしょうが, その違いが

非常に微妙だと思うんです｡ 企業における研修だって,

外国人のための研修制度もありますが, 本来の業務に
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つくための研修もあれば, そうでないものもある｡ そ

れによって労働者かどうかが違ってきて, 事故が起こっ

た場合に補償されるかどうかが変わってくるというの

は, 結果としてどうなのかなという気もします｡

しかし医師の研修医制度の場合には, 既に医師免許

を持っていて, 1 人で治療行為もできるわけですね｡

森戸 一人前の医者ではあるわけですよね｡

盛 技能をさらに向上させるための研修ということ

ですから, 文字どおりの研修というよりも, 実地に医

療行為をするということに重点があるんでしょうね｡

森戸 それはそうですね｡ 研修医といういわば ｢修

業中｣ の身でも, 実際の働き方によっては当然に労働

者となりうるということを示した, そういう判決であ

るということも言えると思います｡

盛 そういう点でも, やはり意味があると思います

ね｡

森戸 研修医に関しては, この事件だけがきっかけ

ではないのでしょうが, その後臨床研修に関していろ

いろなルールが整備されたようです｡

2. 災害調査復命書の性質と文書提出義務の
有無

金沢労基署長災害調査復命書提出命令事件

(最三小決平成 17・10・14 労判 903 号 5 頁)

盛 最近, 文書提出命令などに関する労働事件が増

えていまして, ちょうど最高裁の判決も出たというこ

とで, このテーマを取り上げることにしました｡

ご承知のとおり, 民事訴訟法の文書提出命令に関す

る規定が改正されて, その後, 労働関係でも賃金台帳

についての文書提出命令などが出されていました｡ こ

こで取り上げる金沢労基署長事件は, 民訴法第 220 条

に基づく文書提出命令が求められた事件ですが, 具体

的には労働基準監督署長を相手取って, 基準監督官が

作成した災害調査復命書の開示が求められたというも

のです｡ 前提となっている訴訟は労災民事訴訟ですけ

れども, その立証のためにこの調査復命書の開示を求

めたということです｡

一審, 二審の判断ですが, 一審では申立が認容され

ましたが, 二審ではそれが取り消されて却下という結

論になりました｡ 最高裁では, さらに高裁の決定が破

棄されて, 差戻ということになりました｡ 既に最高裁

は, 改正民訴法の文書提出命令についてはいくつか重

要な判断を下していますが, 本判決はそのことを前提

としたうえで, さらに新しい判断をつけ加えるという

形になっています｡

まず最初に民訴法第 220 条第 4号のロ, 公務員の職

務上の秘密ということの解釈についてですが, これは

先例を引用しています｡ つまり, 公務員が職務上知り

えた非公知の事項であって, 実質的にもそれを秘密と

して保護するに値すると認められるものをいうという

ことです｡

それから, 公務員の職務上の秘密には, 公務員の所

掌事務に属する秘密だけでなく, 公務員が職務を遂行

する上で知ることができた私人の秘密であって, それ

が本案事件において公にされることにより, 私人との

信頼関係が損なわれ, 公務の公正かつ円滑な運営に支

障を来すこととなるものも含まれると判断しています｡

続いて, 民訴法第 220 条第 4号ロ ｢その提出により

公共の利益を害し, 又は公務の遂行に著しい支障を生

ずるおそれがある｣ ということの意味についてですが,

単に文書の性格から ｢公共の利益を害し, 又は公務の

遂行に著しい支障を生ずる｣ 抽象的なおそれがあるこ

とが認められるだけでは足りず, その文書の記載内容

から見て, そのおそれが存在することが具体的に認め

られることが必要であると解すべきであると述べてい

ディアローグ 労働判例この 1年の争点
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事案の概要

本件は, A 社工場に就業していた K が労災事

故に遭って死亡したとして, K の両親ら X が安

全配慮義務違反等に基づき損害賠償を求めた事件

である｡ X らは事故にかかる調査概要, 調査報

告書作成の有無等につき, 金沢労基署に調査委託

の申立をしたところ, 署長は ｢災害調査復命書｣

を作成し, 概要を調査委託回答書に記載した旨回

答した｡ X らは本件労災事故の事実関係を明ら

かにするため, 本件文書提出命令の申立をしたと

ころ, 国は本件文書は民事訴訟法第 220 条第 4号

ロ所定の ｢公務員の職業上の秘密に関する文書｣

にあたるとして, この提出の義務を否定した｡ 本

決定は, 本件文書の公開によって ｢公務の遂行に

著しい支障が生ずるおそれが具体的に存在する｣

と必ずしもいえず, したがって国はこの文書を公

開する義務があるとした｡ なお調査復命書のどの

部分が公開対象となるかは差戻審の判断に委ねら

れた｡



ます｡

こういう一般論を述べた上で, 調査復命書の内容を

2つに分けています｡ 調査復命書というのは, 監督官

が現場に赴いて, そこで調査したことをまとめて報告

した上, 再発防止策とか, 行政上の措置について触れ

るというものですが, その内容に従って区別したわけ

です｡

復命書のうち, 第一に調査担当者が職務上知ること

ができた本件事業上の安全管理体制, 本件労災事故の

発生状況, 発生原因等の被告会社にとっての私的な情

報については開示しない文書には該当しない｡ 第二と

して災害発生防止策, 行政上の措置についての本件調

査担当者の意見, 署長裁決, 意見等については, 行政

内部の意思形成過程に関する情報として民訴法第 220

条第 4号ロの文書に該当すると判断しました｡ 同じ復

命書という一通の文書の中で, 果たしてそういうふう

に截然と区別できるのかどうか｡ 場合によっては, 一

つの文書の中にそういう事実関係と, そういう行政上

の意思形成に関する判断, これが両方含まれていると

いう場合もあり得るとすると, どこをどうやって限定

するのか, あるいは開示すべき部分をどのように特定

するのかという点で少し問題が残るかなという気がし

ます｡ 差戻審でどのように開示部分を特定するのかが

注目されます｡

それに比べると, 同じく昨年出た廿日市労基署長事

件 (広島地決平成 17・7・25 労判 901 号 14 頁), これ

も災害調査復命書が問題になったものですが, こちら

は特にそういう区別をせずに申立を認容しました｡ た

だ, この事件では復命書全体の提出が求められたのか

どうか, 事実の確認ができないところもあり, 何とも

言えませんが, 少なくとも区別はしておりません｡

ほかに, 最近の主な事件を紹介しておきますと, ま

ず, 男女間の賃金格差の差別の立証のために賃金台帳

あるいは関連する人事情報の開示が命じられた例とし

て, 藤沢薬品工業事件 (大阪高決平成 17・4・12 労判

894 号 14 頁) があります｡ X 社事件 (東京高決平成

17・12・28 労経速 1927 号 24 頁) も同じように賃金

台帳の提出が命じられたものです｡

それから, 賃金台帳以外の会社所有文書が問題になっ

た例としてはアサヒビルマネジメントサービス事件

(神戸地尼崎支決平成 17・1・5 労経速 1927 号 13 頁)

があります｡ これは, セクハラ防止義務違反に基づく

慰謝料請求がなされた事件において, 会社が作成した

事情聴取書, 本社への調査報告書などの資料, それか

ら会社の議事録, 日報などの提出が求められたもので

すが, いわゆる自己利用目的文書に当たるということ

で退けられています｡

民訴法の改正以来, 労働事件においても, 証拠提出

命令をめぐってはすでにある程度動きがありました｡

もともと差別事件とか労災事件もそうですが, なかな

か原告側の資料だけでは立証できない問題が多くて,

その点で, やはり事件の性質にもよりますけれども,

こういう文書提出命令や情報公開が持つ意味は大きい

と思います｡

いわゆる証拠の偏在というのは労働事件一般につい

て言えることですけれども, 民訴法の改正によって,

一定の場合には文書を開示しなければいけないという

原則が入れられたということで, 恐らく今後ともこう

いう証拠提出命令をめぐる争いが増えることは確かだ

と思います｡

森戸 先生もご指摘になったように, 労災が起きた

会社の私的な情報と, 行政内部の意思形成過程に関す

る情報というのを分けて, 後者は出さなくていいが,

前者は出せ, といったところが注目すべき点ですね｡

具体的にこの 2つをどう区別するかは下級審で判断

しろということで差戻になったのですが, 盛先生がおっ

しゃったように, そもそもちゃんと区別できるのか疑

問は残ります｡ 復命書がどういうものか, いわゆるイ

ンカメラ方式で最高裁が実際に見たわけではないです

よね｡

盛 この時点ではどうでしょうか｡ 実際に判断する

となれば, 高裁としては, 労基署長に対して行政判断

にかかわる部分を抹消した上で開示せよと命ずること

になるでしょうが, どこを消せばいいのかは直ちには

分かりませんから, 恐らくはインカメラ方式で, 実際

に復命書を見て, その範囲を特定することにならざる

を得ないのかなという気がします｡

森戸 だから, 最高裁はそれなりにおもしろい判断

をしたけれど, 実際上これがどう機能するかはちょっ

と不明確でもある｡ 廿日市の事件みたいに全部出せと

言うほうが素直なのかもしれません｡ 今の民訴法は,

基本的には何でも出せ, 例外的には出さなくていいも

のも認める, という方向に動いてきていますよね｡ 最

高裁もそこに配慮して, 出せる部分をできるだけ探し

て出しなさい, ということでこういう判断になったの

かなと思うんですが｡
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盛 恐らくそうでしょう｡

森戸 それからもう一つ気になるのは, 最高裁は一

応次のような合理的な説明をしています｡ 会社の私的

な情報を出したら今後の労基署の仕事に差し支える,

という反論に対して, 労基署は法律上強制権限を持っ

ているのだから, どのみち今後業務に差し支えること

はない｡ また私人が言ったことをそのまま載せている

わけではなく, それを一定の評価に基づいてまとめた

たものが書いてあるだけだから, やはり問題はないと｡

そうかなとも思うんですが, しかし労働基準監督官

は, 労基法とか労働安全衛生法違反の事件については,

限定的ながら警察権限を持っています｡ そうすると,

少し大げさですが, この判断で今後の犯罪捜査に支障

はないのかなという気がします｡ 警察にも強制権限が

ありますが, 実際は任意捜査でいろいろと証拠を固め

ていくわけです｡ 監督官も, 強制権限があるとしても,

現場で今後調査を円滑に進めるのに本当に支障がない

と言い切れるのでしょうか｡

ただ, 最高裁もそこはわかっていて, ｢支障｣ はあ

るが, ｢著しい支障｣ はないと言っているのですが｡

そのぐらい我慢しろということなんでしょう｡

盛 そうですね｡ もう一つ, 災害調査復命書という

のはどうなんでしょうか｡ 労災があって, 安衛法違反

を立件するための調査ではないんでしょう｡

森戸 直接はそうじゃないと思います｡

盛 仮に大規模な労災事故があったとして, 会社や

責任者の責任を追及するために調査に入った｡ その場

合の捜査記録のようなものは, これは犯罪捜査記録と

しての観点から, また別途判断されるのでしょうね｡

森戸 そこは別なものだということでしょうか｡

盛 報告書とか, そういう調査書類の趣旨, 目的に

よっても違ってくるかなという気はします｡ 区別でき

るのであれば, なるべく広く開示したほうが法の趣旨

に沿うことになるだろうということです｡

3. 入社前研修への不参加等を理由とする内
定取消の可否

宣伝会議事件 (東京地判平成 17・ 1 ・28 労

判 890 号 5 頁)

森戸 これもなかなかおもしろい, 特に, 大学の教

師として学生を面倒見ている身としては (笑) 注目す

べき事件です｡

工学系博士課程の学生だったXが, 平成 14 年 6 月

に Y社から翌 15 年 4 月入社の内定をもらいました｡

誓約書も差し入れています｡ その後 10 月から月 2 回

ほどのペースで入社前研修というのが始まったんです

が, 結構研修に時間がとられて負担が重い｡ X は博

士論文完成との両立は難しいと判断, もともと就職自

体が指導教授の紹介だったこともあり, その教授を通

じて 12 月から研修を免除してもらいました｡

入社直前の 3 月 26 日から 4 日間の直前研修という

のがありました｡ X は博士論文の準備のため 1 日し

か参加しないつもりでいたのですが, 参加しないと入

社できないと言われ, 指導教授と相談の上, 結局参加

しました｡ その研修の 3日目, 研修が遅れているとい

う理由で, 人事担当から 3カ月の試用期間を 6カ月に

延長するか, あるいは博士号取得後中途採用試験を受

け直すか, どちらか選べと告げられます｡

その日の夜の電話でそれを拒否したところ, 内定を

取り消された｡ ここは取り消したか, 取り消さないか

自体が争点になっています｡
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事案の概要

大学院生Xは, 指導教授の紹介により, 翌年 3

月 31 日までに論文審査を終えることを条件に Y

社に新卒採用されることが内定した｡ 内定の際X

は入社前研修等の説明をうけ, これに同意した｡

しかし実際に研修が始まると X は研究との両立

に困難を感じ, 指導教授と相談のうえ, 入社前研

修に参加しなかった｡ 入社直前の研修には参加し

たものの, その際 Y から研修の遅れを理由に試

用期間の延長または採用試験の再受験を求められ

たため, Xは ｢内定を辞退した事実はないが, 4

月以降出社しても通常業務に就くことが出来ない

ため出社しない｣ という内容証明郵便を送付した｡

その後 X は内定を違法に取り消されたとして Y

に損害賠償を求めた｡



Y は X が採用を辞退したと主張したんですが, 裁

判所は内定取消があったと認定しました｡ その後 5月

からは結局その大学の研究所に勤務したようです｡ そ

の内定取消の違法性を争って X が訴えたという事件

です｡ 結局論点は内定取消の可否ということになりま

す｡

判旨は, 著名な大日本印刷事件 (最二小判昭和 54・

7・20 民集 33 巻 5 号 582 頁) の枠組みに基本的には

沿っています｡ ただ入社前研修, 内定期間中の研修が

そこに絡む事案というのは恐らくこれまでになかった｡

実際上はよく行われているので, いろいろ実務上の問

題もあったと思うんですが, 判決として出てきたのは

これまでありませんでした｡ その意味で注目すべき事

件ですし, また判決もなかなかおもしろい判断をたく

さん示しています｡

判旨はまず, 内定期間中の入社前研修に関する一般

論として, 効力始期付内定でも就労始期付内定のどち

らであっても, 使用者は本来入社後に行われるべき研

修等によって学業等を阻害してはならない｡ 入社日前

の研修等について同意しなかった内定者について, 内

定取消はもちろん, 不利益な取扱いをすることは許さ

れない｡ つまり, 入社前の研修は嫌だと言った内定者

に不利益なことはできない, 内定取消ももちろんでき

ない｡

そして, いったん研修への参加に同意した内定者が

いたとして, その者が学業への支障などといった合理

的な理由に基づき, 入社日前の研修等への参加を取り

やめる旨申し出たときは, 会社はこれを免除すべき信

義則上の義務を負っている, と言いました｡

この一般論からすると, 本件でも, X は直前研修

を含めて研修への参加に明示あるいは黙示的にいった

ん確かに同意している｡ しかしその合意には, X が

本件研修と研究との両立が困難となった場合には研究

を優先させ, 本件研修への参加をやめることができる

という留保がついていたと言える｡ そして実際に研究

に差し支えが出てきたために 12 月になって指導教授

を通じて免除を申し出たわけですから, 会社側の認識

がどうだったかに関係なく, 入社前研修への参加義務

はなくなった｡

その後結局, 直前研修に参加したけれども, これは

そもそもその義務はなかったのに, 参加しないと中途

採用試験をまた受けてもらうと言われ, そのかわり論

文審査終了は採用条件じゃなくなったと言われたので

また参加に同意した｡

しかし, こういう会社の圧力のかけ方は公序良俗違

反で違法で, X がこれに同意したことも無効である｡

したがって直前研修についてもそもそも参加義務はな

かった｡ そうなると, Y が主張する内定取消の理由

はどれも結局違法となる｡ まずそもそも事前研修の参

加義務はなかったわけで, その不参加で内定を取り消

すということ自体できない｡ Y はその研修での X の

評価が低いというような理由も挙げたんですけど, そ

れも言えない｡ 結局内定取消は違法ということになり

ました｡

それによる損害は, 基本的には 1カ月分の賃金とい

うことになりました｡ 5 月からは別の職を得ていると

いうことで, あとは慰謝料と弁護士費用です｡ なお

12 月までは同意して研修に参加していたので, そこ

については違法性はないということになりました｡

議論のポイントですが, 私のゼミの学生なんかに聞

いても, 内定期間に入社前研修をするようなことは結

構あるようですが, 本件は研修としては比較的ハード

なことをやらせている事例かなという気がします｡ 3

月ぐらいになるとほぼ仕事に近いことをさせられると

いうような例も聞いたことがあります｡ 学生側からす

れば, 自分が入る会社ですから, 参加する義務がある

ととらえがちですが, 本件はそれは法律的には必ずし

もそうではないと言った｡ 実務上の意義は非常に大き

いのではないでしょうか｡

つまり判旨によれば, 同意なく事前研修への参加を

強制することはできないし, 同意後も学業への支障な

ど合理的理由があれば参加を取りやめられる｡ 会社側

に免除について信義則上の義務があるという言い方を

しているところを見ると, 特に何か合意がなくても,

労働者が ｢やはり学業に支障があるのでやめる｣ と言

えば, 基本的にはやめられるという判断のようです｡

だとすれば, 新卒採用一般にかかわるルールが提示さ

れた事件として意義は大きい｡

ただ他方で, 本件は事実認定がかなり技巧的という

か……意思解釈の落としどころでこういう判断に落ち

着いたというところもあるような気もします｡ つまり,

たとえば高裁に行ったら事実認定自体が変わるかもし

れない｡ 内定を本当に取り消したのか, 勝手に辞退し

たんじゃないかとか, そのあたりの認定なども変わり

うる可能性はあるのかなという感じのする判決ではあ

ります｡
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ただ, 一般論としては結構注目すべき判断が多かっ

たかなと思うんですが, いかがでしょうか｡

盛 たしかにこれは, 非常にハードな研修ですね｡

しかも, これは入社後の業務に直接関連した研修です

から, 本来であれば業務のための研修として有償であ

るべきなのに, 恐らく報酬は支払われていないですね｡

そういう観点からしても, ちょっと会社はやりすぎだ

とは言えると思います｡

＊｢就労始期付｣ か ｢効力始期付｣ か

採用内定に関しては, 理論的にはたしかにいろいろ

おもしろい問題があって, 例えば ｢就労始期付｣ と

｢効力始期付｣ とはどう違うのか｡ この判決の中では,

一応効力始期付だと言っていますが, 就労始期付とし

たところで, 例えば研修について会社がそれを免除す

べき信義則上の義務は変わらないとも言っていますか

ら, その点では違いはないと言うことになるのかもし

れない｡

森戸 本件の内定は効力始期付契約の成立だという

前提で話が進んでいますが, 実はよく理由がわかりま

せん｡

効力始期付と就労始期付の違いは, 実は私もかねが

ね疑問に思っているところです｡ 一般には就業規則の

適用があるかないかが違うとされますが, 法令でも就

業規則でも, 結局それは個別の条項ごとに適用の可否

を考えるべきですよね｡ 就労始期付だから適用ありと

か, 効力始期付だから適用なしとかというふうにきれ

いに分けられるものでもないような気がします｡

盛 そうですね｡ 大日本印刷事件の最高裁判決では,

就労始期付と言って, 近畿電通局事件 (最二小判昭和

55・5・30 労判 342 号 16 頁) では効力始期付と言っ

ています｡ しかしよく見てみると, 大日本印刷事件判

決のほうはそのこと自体にあまり意味はなくて, たん

に就労に始期がついていると言っているにすぎない｡

ところが近畿電通局事件判決のほうは, やや意識的

かなという気がする｡ 要するに, 就業規則の解雇規定

に照らして解雇理由がないという主張に対して, そも

そも効力始期付なんだから, 就業規則の適用はないと

いう言い方をしている｡ ということは, この判決があ

えて効力始期付と言ったのは, 就業規則の適用を否定

するためだという理解ができると思います｡ だけど,

それ以上に, 就労始期付と効力始期付というのはどう

違うのかとなるとはっきりしません｡ 学説には, たし

か毛塚先生がそうですが, 内定期間中の研修に従事す

る義務について, 契約はまだ発効していないんだから,

そういう義務はないと主張するために効力始期付とい

うものがあります｡ その場合には, 内定期間中の研修

についてはあくまで労使の個別の同意で処理すべきで

あって, 一方的に命令することはできないということ

になるのでしょう｡ しかし, それを効力始期付に結び

つけるのは, 果たして妥当なのかなという気がします｡

森戸 それも, 多分就労始期付でも説明はできると

思います｡

盛 そうです｡ 内定期間中はまだ学生なんだから,

契約がいつ発効しようが, あるいは個別合意に基づこ

うが, 学生側の義務の範囲というのはおのずと限られ

てくるし, 過度にそれを求めることが許されないのは

当然でしょう｡ 逆に, 例えばこの判決では, 効力始期

付と言いながら, 内定期間中も一定の範囲で研修を免

除すべき信義則上の義務があるとか, あたかも契約の

効力が発生しているようなことを言っていますね｡ だ

から, 発効始期付, 効力始期付と言っても, それで言

われている効力というのはかなり限定的な意味なんで

すよ｡

森戸 結局, 限りなく就労の始期に近いという気は

しますよね｡ そこも一つ重要な議論です｡ ただ, 本件

ではそこは区別しなくてもいいのだと思うんですが｡

さっき先生がおっしゃったことについては, 判旨も,

直前研修は労働に該当するから賃金を払うべきだった,

と一言短くですが言っています｡ これも実務上結構大

きな意義があるのではないでしょうか｡ 同意があったっ

て労働にあたるものなら金を払えと｡ 当然のことです

けれども｡ 先ほどの関西医大事件とも重なってきます｡

盛 大学生の場合だとあまり聞きませんが, 高校生

の場合だと, 卒業式が終わるとそのまま就労させるこ

とがあるようです｡ たとえそれが研修名目であっても

本来の業務の一環であると認められれば, それは当然,

すでに契約が前倒しで発効していることになるでしょ

う｡

＊内定取消事由

森戸 あとちょっと細かいことなのですが, 判旨は,

事前研修での評価が非常に悪かったことを内定取消事

由にはできない, と言っています｡ ただ本件では事前

研修参加義務自体そもそもなかったんだから, という

前提がその前にあります｡ ではもっと一般的に考えて,
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今までは内定というのはあくまで内定, 実際に会社の

組織に入って働くのは試用期間になってから, という

イメージでした｡ しかし本件のような事前研修が一般

化してくると, 学生が事前研修に同意した上でそれに

参加したが, そこで評価が低かった, ということが起

きますよね｡ それは内定取消事由になりうるのでしょ

うか｡

つまり, 従来実際仕事をさせてみたり, 同僚との協

調性をみたりというのは試用期間に入ってからの話で

した｡ しかし事前研修がよく行われるようになると,

もしかしたらもっと早くその人の評価がわかってしま

う｡

盛 そもそもそういう場合に事前研修の結果を評価

するというのであれば, それを内定と言えるのでしょ

うか｡ すでにそういう能力チェックのための実際の研

修が始まったというのであれば, それは内定というよ

りも試用じゃないですか｡

森戸 それから, 本件の誓約書には, これこれの過

失により社会の風紀, 秩序を乱したら内定を取り消す

かもしれないとありました｡ さらに個別の合意で博士

論文の審査を終了させることも条件となっていた｡ つ

まり ｢こういう事情があったら解約権を行使できる｣

という約束はあったと考えられます｡ しかし裁判所は,

解約権留保の趣旨からして, 内定取消事由はこれらに

限定されない, という言い方をしました｡ 理論的には

これでいいのでしょうか｡

これまでの議論によく出てきたのは, 内定取消がな

されたときに, 一応誓約書にはそれが書いてあるが,

それがあったからといって当然に取り消せるわけじゃ

ない｡ それに加えて, 社会的・客観的相当性が必要,

というような話でした｡ しかし本件の判旨は, 誓約書

に書いてないようなことが起きた場合でも, 内定を取

り消しうる, と言っているように読めます｡ 就業規則

の解雇事由が限定列挙か例示列挙かという議論と似て

いると思うんですが｡ もちろん誓約書に ｢その他これ

に準ずる事由｣ などと一言あれば大体それで済んでし

まうわけですが, 本件ではそれはなかったようなんで

すね｡

契約内容となっていたかどうかとかいう枠組みで考

えていくと, 本件で内定が取り消せるのは, 博士論文

ができなかった場合か, もしくは社会の風紀, 秩序を

乱した場合だけ｡ ほかの理由では内定を取り消しては

だめ, となりそうです｡ しかし判旨は, 解約権留保の

趣旨からして, そこに書かれた事由以外の事由を理由

としても取り消せると言っている｡ つまり例示列挙説

のような感じなのかなと｡

盛 恐らくそうでしょう｡

森戸 ではその解約権留保の趣旨というのはなんな

のでしょうか｡

盛 あえて留保することの意味を考えると, 一般的

な解約権で処理できないから特約でやる, または特約

でしか解約できないからということですね｡ 三番目に

あるとすると, 一般の解約権でもできるんだけれども,

特に一定の事項については注意的に合意しておくとい

うことが考えられます｡

二番目の, 一般的な解約権が認められないので特約

で処理するしかないというのは, あまり考えられない

かなという気がしますけれども｡ 契約が成立した以上

は, そういう一般的な解約権があるのは当然のことだ

と考えれば, ではなぜ, そういう解約権を特別に留保

するのか｡ となると, やはり解約事由を具体的に明ら

かにするということくらいでしょう｡ それに限定する

という意思まで認めるのはどうかという気がします｡

この事件だと, 博士論文が完成していないから, それ

だけで取り消せるわけですか｡

森戸 判旨によると, 博士論文のことは途中で合意

内容から抜けたことになります｡ このあたりも事実認

定によって大分変わりうるところだと思うんです｡ そ

こが抜けていなかったとなれば, 今度は内定取消が有

効になるかもしれません｡

盛 この事件は間に教授が入っているでしょう｡ そ

れに社長と仲がいい｡ それが事件をかえって複雑にし

たようなところがある｡

森戸 そうですね｡ それから判旨によれば, 本件で

損害賠償請求が認められる根拠は, ｢違法な内定取消

を行わないよう注意すべき義務｣ の債務不履行です｡

盛 そこは, 僕もちょっと気になったところです｡

森戸 あまり見たことのない表現かなと思うんです

けれども｡

盛 初めての判断ですよ, それは｡

森戸 違法な内定取消だから無効, したがって労働

契約は存続しているから未払い賃金払え, というのが

これまでの事件でのパターンだったんですが, そもそ

も本件は無効を求める訴えじゃなかった｡

盛 原告は 1カ月後に就職しているんですね｡ だか

ら債務不履行による損害賠償請求をしたわけでしょう｡
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認定された経済的損害は 19 万円｡

森戸 ええ, 1 カ月分ということですよね｡

盛 いかにも 19 万じゃ, ちょっと低すぎるとは思

うけれども, 結局, 慰謝料として 50 万認めています

ね｡ そういう慰謝料を導き出すためには, 通常は不法

行為としての注意義務違反でいくでしょう｡ 判決は債

務不履行でいっていますね｡

森戸 債務不履行にした結果, 遅延損害金の起算点

がずれています｡ 訴え提起時まで｡ だから労働者はちょっ

と損している｡ たとえ 1カ月後に就職したとしても,

その 1カ月分の賃金については, 少なくとも 1カ月は

契約が存続していたはずだということで内定取消無効

という訴えもできたと思うんです｡ そのほうが遅延損

害金も多く取れた｡ でも X にそういう気は最初から

なかったみたいですよね｡

盛 もう就職する気持ちはないから, そもそも契約

の無効を主張するという気にならなかったということ

かな｡ だけど, 就職するまでその気持ちはなくて, た

またま見つかったから就職したというふうに言えば,

それで済むことなので｡

森戸 気持ちと訴えの立て方は別かとも思いました

が｡

盛 でも, ちょっとこれは気になります｡ 不当な内

定取消を行わないようにする注意義務があって, これ

が債務不履行で, しかもそれに基づいて精神的苦痛を

受けたから慰謝料というのは｡ 債務不履行は通常は慰

謝料まではいかないでしょう｡ よっぽど重要な故意過

失があるとかいう場合でない限りは｡

人によってはこういう事件があるからこそ, 金銭解

決を入れるべきだという主張になるかもしれませんね｡

金銭解決であれば, 半年ぐらいの賃金相当額がもらえ

たんじゃないかということで｡ しかし, この判決のよ

うな処理ができるとすると, わざわざ金銭解決制度を

入れる必要はないということにもなりますね｡

森戸 あともう一点細かいことなんですけれども,

判旨は会社側の違法性を示すものとして, 論文審査終

了という X の自立的な決定事項に会社がしばしば干

渉した, それはよくない, というような判断をしてい

ます｡ 慰謝料算定にもそれが影響しています｡ これは

ちょっと気になりました｡ 論文がいつ終わるかは学生

が決めることだから, それを一々言うのはおかしいと

いうようなトーンなんですけど, でも会社としては論

文完成に関心を持つのは当然で, そのことについて言

うことが悪いとは思えないんですよ｡ 自立的決定事項

への干渉, とことさら悪いことみたいに言っているの

は, ちょっと言い過ぎかなと｡ そこは何か背景がある

んでしょうか｡

あともう一点ですが, 会社としては入社前にいろい

ろやらせておきたいという希望は一定の範囲であるわ

けです｡ そうすると, この判決を前提とするなら, 実

務ではどうしたらいいのか｡ あくまで, 同意ベースで

研修をやらせるというのが基本のようですよね｡ 例え

ば会社に入る前に何かの資格を取っておくように言わ

れたとしても, 取る義務は特段ないというふうに考え

ていいんでしょうか｡

盛 そもそも内定の期間が長すぎるからそういう問

題が生ずるわけですね｡ 内々定から入れたら, 10 カ

月とか 1年以上ある場合もありますし｡

森戸 最近は 3年生の終わりには決まったりしてい

ますからね｡

盛 だから, その間に会社としても何かさせたい｡

会社のほうは, 大学というのは何も教えないところだ

と考えているから, むしろこっちのほうで入社後役に

立つことを教えてやろうと気にもなるかもしれないで

すね｡ でもその場合でも, やはり内定期間中はあくま

で学生が本分で, 学業と両立しないような研修という

のはそもそも認められないということは, 内定の法律

構成いかんにかかわらず言えると思います｡

森戸 そういう実務の流れに, 少し警鐘を鳴らすよ

うな判決ではあったかなと｡

盛 ただ, 学生としても 4年生になってもアルバイ

トをしている｡ そういうアルバイトに回す時間がある

んだったら, 有償で研修をさせるほうがむしろ有意義

かなと｡

森戸 考えようによったら, この会社も非常に一生

懸命研修をやってくれていたわけで, 喜んだ学生も多

いかもしれないですよね｡

4. 営業譲渡と採用拒否および不当労働行為
と不法行為の成否

東京日新学園事件 (東京高判平成 17・7・13

労判 899 号 19 頁)
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事案の概要

学校法人Aは経営破綻により, Y (本件原告)

にその専門学校の経営を引き継がせることとし,



盛 この事件は, 簡単に言いますと, 経営が破綻し

た学校法人 (旧法人) が設置運営していた専門学校の

経営を新しく設立した学校法人 (新法人) が引き継い

だ際に, 旧法人に専任教員として雇用されていた被告

を含む組合員を原告である新法人が雇用しなかったた

め, 原告が雇用関係不存在確認を請求し, 被告が反訴

として雇用関係存在確認などを請求したというもので

す｡

事実認定によると, 当初, 破綻した学校法人を別の

法人が引き継ぐことになっていたのですが, その後,

組合が顕在化したことをきっかけに, 引き受けを予定

していた法人が, どうやらそれを嫌がって, 法人の引

き受けから手を引くということになったようです｡ そ

こで新しく法人を設立して, そこが経営を引き継ぐこ

とになったんですが, その際に組合に関与していた被

告らがそのことを理由に排除されたのではないかとい

うことが問題になったわけです｡

一審判決は, 旧法人と新法人の法的関係は営業譲渡

に類似していると認めた上, 新法人による採用は真正

の新規採用行為ではなく, むしろ旧法人の雇用関係を

承継したものであるとして, この場合, 採用の拒否は

整理解雇法理に照らして判断すべきだとしました｡ 結

論としては, 解雇は客観的, 合理的理由に欠け, しか

もいま言ったようないきさつから不当労働行為に当た

るから無効だとしました｡

それに対して二審判決は, 一つには新旧法人の実質

的な同一性を否定しました｡

二番目に, 法人格否認の法理の適用についてですが,

旧法人の解散が組合壊滅のためなど法人格の濫用に当

たるものとは認められないとしました｡

三番目として, 営業譲渡に伴う当然承継の主張につ

いても退けました｡ 一審判決と同様, 営業譲渡に類似

するということは認めましたが, 新旧法人の間に雇用

関係は承継しないという合意があったということから,

承継を否定したわけです｡

それから四番目に営業譲渡に際して全員を採用する

旨の合意があったという被告の主張も退けました｡

それから五番目に, 整理解雇の 4要件の主張につい

ても, これをすべて退けています｡

最後に六番目として, 労働者による採用差別の主張

については, 最高裁の三菱樹脂事件判決 (最大判昭和

48・12・12 民集 27 巻 11 号 1536 頁) と, 国鉄 JR の

採用差別事件判決 (最一小判平成 15・12・22 民集 57

巻 11 号 2335 頁) を引用する形で, その主張について

も退けています｡

同じ事案なのに, 一, 二審でどうしてこんなに大き

く結論が違ってしまったのかと考えると, 新旧法人の

関係についての考え方は同じで, 営業譲渡に類似して

いると判断しています｡ ところが二審のほうは, 例え

ば法人格否認の法理の適用について見ますと, その要

件をかなり厳格にとらえています｡ 組合壊滅というよ

うな目的がなければ, 法人格の濫用の法理は適用でき

ないというわけです｡

それから, どちらかというと二審判決のほうが形式

にこだわっているように思います｡ 要するに, いった

ん経営が破綻した法人を別法人が引き継いだという場

合, 実質的な同一性というものを比較的軽視して, そ

の上で解雇と新規採用という形式を重視するという傾

向がうかがわれます｡ 特に, 新規採用であるとして採

用の自由を強調し, なおかつ JR 北海道事件を引用し

て, 労働組合法第 7条の規定は採用には適用されない

という前提で判断しているということもあるのでしょ

う｡

いずれにしても気になったのは, この実質的同一性

とか, それから法人格否認法理, あるいは不当労働行

為の採用拒否についての要件, あるいはそもそもそう

いった法理の意義についての理解が狭すぎないかとい

うことです｡ たしかに, JR 北海道事件の最高裁判決

は, 特段の事情のない限り採用拒否は労組法第 7条の

不利益な取扱いには当たらないと言っていました｡ し

かし, これはあくまでも国鉄, JR の特殊な事情を前
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全教員を解雇した｡ Y は旧法人教職員で採用を

希望した者 183 名中 141 名を採用したが, X (本

件被告) ほか 29 名を採用しなかったため, X ら

の加入する組合はこの不採用を不当労働行為とし

て団体交渉を求めた｡ Y がこれに応じなかった

ため, Xらが地労委に救済申立をしたところ, Y

は X との間に雇用関係が存在しないことの確認

を求めて本件訴訟を提起した｡ X らは反訴とし

て雇用関係存在確認, 採用された場合の給与・賞

与の支払, 不当労働行為による不法行為に基づく

損害賠償請求を行った｡ 本判決では, 新旧法人間

には ｢雇用関係を承継する｣ 旨の合意がなかった

ことの推定を根拠として, 雇用契約関係の成立を

否定, また不当労働行為の成立も否定した｡



提としたものとして理解すべきで, 同じことを一般の

民間企業の場合に適用することは慎重に考えるべきだ

と思っていたのですが, まさに心配していたことが現

実になったような気分です｡

それともう一つ, このような判決が一般化されると,

これは整理解雇法理の存在意義にとっても重要な影響

を持ってくるのではないでしょうか｡ 企業の経営が破

綻した場合に, 新しく別企業をつくって, そちらに営

業を移した上, 解雇と新規採用という方法をとる限り,

解雇の効力が容易に認められることになるし, 不当労

働行為の主張がそこで遮断されてしまうおそれもある

ようにも思います｡

いずれにしても, この東京日新学園事件判決は, 今

後に問題を残しそうな判断をしたという感想です｡

＊｢有機的一体｣？ 不当労働行為意思と営業譲渡

森戸 結局, 不当労働行為意思があったかどうかと

いうこと｡ それから営業譲渡と呼ばれるものの性格,

両法人の一体性｡ これが重要な 2つのポイントなんだ

と思うんですが, そこが地裁と高裁で全然逆の判断に

なっている｡

何が結論を分けたのか｡ 不当労働行為のほうでは,

高裁でも労働者側勝訴の可能性がありました｡ 全員引

き継がないことにしたのは, 組合を嫌っていたからだ,

ということが立証できればよかった｡ しかし組合公然

化前から全員雇用しない方針は決まっていたというこ

とで, 全く認められなかった｡ 地裁でも同じような事

実認定のようなのですが, そっちでは不当労働行為意

思が推定されている｡

個人的には地裁の決め手がよくわからない｡ 同じよ

うな事実で, なぜ解釈が逆なのでしょう｡

盛 判決文を読む限りでは, あまりよくわからない｡

裁判官の考え方の違いということもあるのかもしれな

い｡

森戸 だとすると, 高裁みたいに疑わしきを罰する

ことに慎重になったとしてもしようがないのではない

でしょうか｡ 営業譲渡のほうも, 地裁では有機的に一

体として行われたというような前提で, 学校が学期途

中なのにこういう採用の仕方はおかしいとか, 新法人

は実際何もしていなくて, 現に授業は継続していたじゃ

ないかとか, そういうあたりから結論を出しているん

ですが, これもちょっと飛躍しすぎかなと｡ 学校だか

らというのに引っ張られすぎている気がします｡

結果的に同じように学校が続いているじゃないかと

いうのは, そうやって続けられるようにするために,

短期間で慌ただしく面接をしたんだということも言え

るわけです｡ そこを地裁は法人側に不利に認定し, 高

裁はそれをひっくり返した｡ これも結局, 不当労働行

為と一緒で, 同じ事実でも ｢有機的に一体｣ とみれば

たしかに学校は続いている｡ しかしいったん破綻して

いると言えば破綻している｡ どう見たらいいのかな,

正直わからないんです｡

＊整理解雇法理との関係

盛 確かに, 組合が公然化する前に, すでに人員を

減らすということは決まっていました｡ それから, 組

合員の中には採用された人もいたようです｡ そういう

場合に, 組合員であることを理由とする不利益取扱い

とか, 支配介入だということを主張するのはかなり難

しいと思いますね｡ 要するに, よほど組合に対して敵

対的な行為を繰り返してしていたとか, 団交を一切拒

否していたとか, そういう事情でもない限りは, 不当

労働行為を認定するのは難しいと思います｡ この事件

で一番問題なのは, たしかに経営が破綻して人数を減

らした上で新法人を立ち上げる必要があったというこ

とはいえるとしても, 手続や採用の基準としてどうか

ということです｡ 採用のための面接がなされたわけで

すが, その場合の判断基準というのは, 将来学校のた

めに役に立つかどうかといったきわめて抽象的で主観

的なものです｡ そのような基準では, どんな恣意的な

ものでも入り込む余地がある｡ そういう意味では, も

う少し整理解雇法理との関係できちんとした判断をす

べきではなかったのかと思います｡ いかに緊急性があ

るとはいえ, 緊急性があるからこそ客観的な基準を使っ

て, 妥当な人選をすべきだったのではないでしょうか｡

森戸 そこは, 恣意的であることが具体的にどうい

う意味で違法になってくるのか｡

盛 この事件でほとんど唯一の基準である学校にとっ

て役に立つかどうかというのは, 全く主観的な基準で

しょう｡ いうなれば, 使用者にとって気に入った者を

残して, 気に入らない者は排除するという基準でしか

ないわけです｡

森戸 気に入らない者イコール組合員というのであ

れば別ですけど｡

盛 それならば不当労働行為であることは明らかで

しょうけれども, そうでないとしても整理解雇法理と
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の関係が問題です｡ 高裁判決だって, 営業譲渡に近い

とは言っているわけですね｡ ただ, その場合に, たし

かに全員を引き継ぐという合意はなかったけれど, 一

定の範囲で引き継ぐという合意は逆にあったわけです｡

そういう意味で, 引き継ぐ場合の人選については, や

はり整理解雇法理に準ずるような客観的に妥当な基準

が求められるということは言えるのではないかと思い

ます｡ 少なくとも純然たる新規採用ではないわけです

から｡

森戸 そうすると, 整理解雇法理の類推適用, 類推

じゃないのかもしれませんが, とにかくそのようなルー

ルで, 営業譲渡的なこういうケースでも人選が合理的

かどうかなどの点について法的にチェックする｡ そう

いう法理があってもいいのではないかということです

ね｡ 地裁の判断では, 整理解雇法理に照らしてみて,

人選が合理的じゃない場合は新しい法人に引き継げ,

となるわけですが, それは法的にはどういう構成にな

るんでしょう｡

盛 実質的な営業譲渡先との間に一定数の従業員に

ついては引き継ぐという一般的な合意があったわけだ

から, 合理的な基準に該当する者については引き継ぐ

という包括的な合意に基づいて承継されることになる

のかなと思いますが｡

森戸 そこはやっぱり地裁が言うように, 営業譲渡

がかなり有機的, 一体になされたというような合意が

あるということが, 前提なんでしょうか｡

盛 有機的な一体ということであれば, 当然承継と

いう合意になるでしょう｡ そうではなくて, この場合

は一定の範囲で引き継ぐという合意はあったわけです

よね｡

森戸 じゃ, その一定の範囲というのは, 合理的な

基準で選んで引き継ぐという合意があったと｡

盛 そうですね｡ 一審判決では, 恣意的な基準で選

んだ者を引き継ぐというのは公序良俗違反だと判断し

たわけです｡ そうではなくて, 合理的な基準で一定の

必要な人員を採用するという合意があったとすれば,

合理的でない基準により採用されなかった場合には,

その前提となった合意に基づいて採用されたものとみ

なすことができるのではないかということです｡ その

理由づけについては, さらに検討の余地がありますが｡

森戸 そう考えれば必ずしも有機的一体といえるよ

うな営業譲渡じゃなくてもよいと｡ ただ, その合理的

な範囲で引き継ぐという合意はどのように認定するの

でしょうか｡

盛 実際問題としてこういう各種学校のようなとこ

ろでは, 年度途中に営業譲渡などがあった場合には,

なるべく生徒に実質的な影響が出ないようにというよ

うな形で引き継ぐことになると思います｡ だとすると,

従業員の引継ぎについても, そういう影響が出ない範

囲という視点からすれば自ずと合理的な基準というも

のが考えられるかも知れない｡

＊JR北海道事件判決の影響

森戸 先ほどおっしゃった, JR 北海道の最高裁判

決がひとり歩きしているんじゃないかという懸念が現

実化したという点ですが, 具体的にはあの事件がいう

ところの, ｢従前の雇用契約関係における不利益な取

扱いにほかならないとして, 不当労働行為の成立を肯

定することができる場合などの特段の事情｣ の解釈で

すよね｡ この事件では最後のほうでこのような特段の

事情はない, と判断されています｡ しかし先生として

は, これはこの事件ならあったと言えるのではないか

ということですか？

盛 いや, そういう意味ではなくて, 一つには, 国

鉄と JR, 法人格が違うのは当然なんですけれども,

それを一般の民間企業にそのまま当てはめていいのか

ということです｡ 国鉄の分割民営化については, 国鉄

改革法という法律があって, その中で明確にそういう

2つのものを別に扱うということが取り決められてい

ました｡ それ自体, 国家的不当労働行為といわれるよ

うな問題はあるんですけれど, そのことと, 一般的に

民間企業が破綻して, その営業を引き継ぐ新しい法人

ができたという場合とは, やはり違うだろうというこ

とです｡

民間の場合には, いくら法人格は別だとはいっても,

法律に基づいて法人格が変わったわけではなくて, ま

さに会社の存続についての意思決定をしている人たち

がそういうような構成をとったというにすぎないわけ

です｡ そのような場合には, やはりそういう形式より

も, それに至る実質的な要素, 例えば不当労働行為,

組合に対する嫌悪とか, そういったことを重視しない

といけないだろと思います｡

それから, 採用は労組法第 7条の不利益取扱いには

採用拒否は含まれないということについては, これは

独断的な判断だと思います｡ 例えば青山会事件の東京

地裁判決 (東京地判平成 13・4・12 労判 805 号 51 頁)
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は, 詳細にそのことを論じた上, 不利益取扱いには採

用拒否も含まれると判断しています｡

労組法第 7条第 1号の不利益取扱いに採用拒否は含

まれないということは, 最初, JR 北海道事件につい

ての東京地裁民事第 19 部の判決が言い出して, さら

に東京高裁もそのように断言しました｡ 最高裁は, 原

則として採用拒否は不利益取扱いには当たらないけれ

ども, 特段の事情があれば別だとして逃げ道をつくっ

たわけですが, それはおそらく青山会事件のような場

合のことを想定したためだと思います｡ しかし, 国鉄・

JR の特殊事案を前提とした一般論をそれ以外の民間

企業の組織変動の場合にも当てはめることは大いに疑

問です｡

森戸 そうすると, JR 北海道事件自体が大きな一

般論を示し過ぎているという, そのこと自体に対する

批判でしょうか｡

盛 どちらかというと, そうですね｡ 国鉄・JR と

いう特殊事案に関する判断を前提に, 一般の労使関係

に関する事案を処理してよいのかという疑問がありま

す｡

森戸 ただ一応下級審としては, ｢特段の事情｣ に

当てはめて判断すればいいのかなと思うんですけれど

も｡

盛 特段の事情というのは, さっきも言ったとおり,

青山会事件のような場合を想定しているのでしょう｡

しかし, 青山会事件で雇用関係の承継が肯定されて,

JR 北海道事件でそれが否定されたことの合理的な理

由を説明することは難しいのではないかと思います｡

森戸 ｢特段の事情｣ と言っちゃってますからね｡

それと少し関係しますが, 判旨は, 雇用契約関係を

引き継がない合意をすることが自由であるとしても,

その合意が, 労働組合を壊滅させる目的とか, それを

嫌悪して排除する目的でなされた場合は, 公序に反し

て無効だと言っています｡

しかし判旨は最後の部分で, 先ほど指摘したように,

採用差別は原則不当労働行為にならないと言っていま

す｡ この両者の関係はどういうことなのでしょう｡ 労

働組合壊滅の目的などが ｢特段の事情｣ だという理解

なのか｡ それともそもそもこれは採用差別の問題じゃ

ないということなんでしょうか｡

盛 採用拒否は原則として不利益取扱いには当たら

ないといっている以上, 例えば採用拒否について不当

労働行為意思があったとしても, それだけでは特段の

事情とはならないでしょう｡ 採用ではなく, 実質的に

解雇と評価されるような場合を特段の事情と考えてい

るのではないでしょうか｡ あくまでも推測ですが｡

森戸 裁判所の意図はそういうことだろうなという

のは何となくわかるんですが……ただ, A 社と B 社

が何か合意をしているわけです｡ その合意に組合活動

嫌悪とか排除の目的がある場合には, というんですけ

ど, 合意ですから双方の意思の合致ですよね｡ これは

どちらかにそういう意思があればという意味なのか｡

元の会社の方の意図を指しているのか｡ その場合は結

局両者が一体となっているという前提での話なんでしょ

うか｡

盛 このへんもよくわからないところですね｡

森戸 たとえ形式的にせよ新しい会社に人が採用さ

れる手続なのですから, 採用差別の問題と重なってく

るのではないかなと思ったんですが｡ なのに採用差別

とは基本的に関係ないですよ, で矛盾はしないのでしょ

うか｡

盛 本件もまた JR 北海道事件の場合と同じで, 面

接して採用を決定したのは旧法人の管理職なんです｡

面接した結果として新法人が採用する人が決定されて

いるわけで, 一体, どこに不当労働行為意思があって,

だれの意思であるべきなのかがはっきりしません｡

森戸 わからないですよね｡ 判旨は, 壊滅する目的

とか排除する目的とか言っているけれども, 具体的に

は誰がそういう目的を持っているという意味で言って

いるのか｡

盛 これは不当労働行為意思一般について言えるこ

となんですが, 組合を壊滅させる目的とか, 組合を嫌

悪してする意図とか, そういうことを言ったら, これ

はまず立証は不可能です｡ しかも, この事件のように

経営が破綻したことに伴って, 新法人の設立に合わせ

て, 日ごろよく思っていない組合員も一緒に排除しよ

うとしたら, なおさらです｡

森戸 それが恐らく, 一番実態を表しているんでしょ

う｡

盛 だから, そういう法人格の変動を全体として問

題としないことには, およそ不当労働行為は成立しな

いことになってしまいます｡

森戸 たしかにそうです｡ そこは動機の競合みたい

な話でしょうけれど, でも経営が苦しくなったことが

最初にあったことは確かですよね｡

盛 それから, 本件の場合, 旧法人の営業を新規に
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引き受けてもらうことが破綻して, 新法人をつくって

営業を承継することになりました｡ そういう事情があっ

た以上, 多分, 学校関係者だったら, その原因が組合

の公然化にあるということはみんな知っていたはずで

すから, 組合員に対する面接での評価の査定を低くし

たということはありうることだし, 面接者の評価がそ

のまま不採用の結論に直結したのかどうか, 新法人の

経営担当者の意向がそのことに影響を及ぼしたのかど

うかも問題です｡ でも, そこまで具体的に立証するこ

とは難しいでしょうね｡ 会社内部の事情だから｡

森戸 通常の不当労働行為事件でも, 動機の競合の

問題は常にありますよね｡ 成績も悪いけど, 組合活動

も理由であったとか｡ そういう場合は ｢決定的動機｣

のような基準でやっているんでしょうか, 実務では｡

盛 実務ではそうしているようですね｡

森戸 本件のような事件だとその基準は変わってく

るんでしょうか｡

盛 基準自体が変わるのかどうか｡ もし基準自体を

緩やかにするという趣旨だとすると, 僕はこの高裁の

判断には反対しますね｡

この事件で一番重要なのは, 組合が公然化したこと

がきっかけとなって身売り話が一たん頓挫した｡ そこ

で, やむなく新法人をつくって, そちらに営業を移す

ことになった｡ 労使関係は, あまりうまくいっていな

い｡ そのような事情の下で, 組合員を新法人に引き継

がなかったことが不当労働行為かどうかであって, そ

れは一連の事実の推移から評価するしかない｡

森戸 一連の流れからはたしかにそういうのが見え

るんですが, 具体的事実に落として判断すると, そこ

から認定するのはなかなか難しいなという気もします｡

ただ不当労働行為意思の認定が, 営業譲渡だからこと

さらに厳しくなっているとすれば, たしかにそれはお

かしい｡ 高裁がそういう意図であるのだとすれば, 先

生としてはちょっと疑問があるということですよね｡

盛 経営破綻して, 実質的にその営業を新しく設立

された法人が引き継いだ場合に, 雇用関係については

解雇と新規採用という形式をとることによって, 不当

労働行為の成立が免責される結果となることを心配し

ているわけです｡ 取り越し苦労かもしれないけれど｡

森戸 あるかもしれませんね｡ そういう場合は, 理

論的には不当労働行為意思の推定というような立証の

ルールのあり方を少し考えろという話になるのでしょ

うか｡

盛 この点については, 裁判所と労働委員会とでは

ちょっと考え方が違うかもしれません｡

労働委員会はあくまでも実質的な同一性ということ

でいくでしょう｡ 不当労働行為の認定についても, 組

合に対する壊滅目的とか, それを嫌悪して排除すると

か, そこまでは求めないと思います｡ 反組合的な言動

みたいなことを前提にして不当労働行為意思の存在を

推定するということになるでしょうね｡

森戸 そうすると民事訴訟のレベルだと, 突き詰め

ると結局 JR 北海道の最高裁判決がおかしいんじゃな

いかというところにいっちゃうのかな｡

盛 やはり JR 北海道事件判決は, あれは事例判断

というか, あくまで特殊な事件を前提にした判断だと

理解してもらいたいですね｡

森戸 でも現実には判例として重みを持ってきてい

ますよね｡

5. 業務請負会社従業員のうつ病自殺と安全
配慮義務違反

アテスト (ニコン熊谷製作所) 事件 (東京地

判平成 17・3・31 労判 894 号 21 頁)

森戸 Y 1 社の従業員訴外 A が自殺してしまった

のですが, A が実際に働いていたのは別な会社, Y 2

社の事業所でした｡ 3 組 2 交替制, 昼夜勤です｡ A

の遺族である Xが, Y 1, Y 2 の安全配慮義務違反ま

たは不法行為に基づく損害賠償を請求しました｡

判旨は, まず時間外労働が月 100 時間に及ぶなど仕

事量が過度であったと認定します｡ 勤務・拘束時間も

長時間化していた｡ 交替制なのに時間外労働もあった｡

クリーンルームの勤務で身体的, 精神的負担が大きかっ

た｡ リストラへの不安もあった｡ これらの事情から,

A の業務には精神障害を発病させるおそれのある強
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事案の概要

Aは Y 1 の従業員であり, Y 1 がその業務を請

け負うY 2で働いていたが, 自殺により死亡した｡

A の母親 X は, この自殺の原因が, Y 2 におけ

る過重労働の肉体的・精神的負担からうつ病に罹

患したことであるとして, Y 1 Y 2 の双方に対し

安全配慮義務違反ないし不法行為に基づく損害賠

償請求を行った｡ 裁判所は自殺の業務起因性を認

定し, Xを勝訴させた｡



い心理的負担があったとします｡ そのために Aはう

つ病に罹患していた｡

自殺の原因も, その重要な部分は業務の過重性に基

づくうつ病であり, 業務起因性が肯定できるとします｡

ただ, ほかの原因も寄与しているが, という留保もつ

けています｡

そして会社の責任について判断します｡ まず Y 2,

実際に働いていた職場のほうですけれども, Aは Y 2

の労務管理のもとで働いていたので, Y 2 は A の健

康状態に配慮する義務があった｡ そして Y 2 は, A

の業務の過重性や心理的負担について認識をしており,

カウンセリングをしたり, 休養させたりすることはで

きたのにしなかった｡ 定期健康診断以外の身体的, 精

神的負荷軽減措置をしなかった｡ よって安全配慮義務

違反があった｡ そして不法行為責任も負う｡ 外部から

の就労者に対する健康管理を全うしていたとは言えな

いとされました｡

次に Y 1 についても, 週 1 回程度面談をしていた

んだから, やはり Aの業務の過重性とか心理的負担

について認識していたはずなのに, 必要な措置をとら

なかった｡ その意味でやはり安全配慮義務違反がある｡

ということで, Y 1 , Y 2 は連帯して損害賠償責任を

負うと判断されました｡

損害額は逸失利益で約 4400 万, 慰謝料 2000 万, 葬

儀費用などもありまして合計 6400 万ということにな

りましたが, これを素因減額で 3割減額しています｡

自殺に至る経緯で, ほかにも精神的負担の原因が少し

はあった｡ それからうつ病罹患から自殺までが 2カ月

と短期間であり, 結果回避可能性は少なかった｡ これ

らが素因減額の理由です｡ ただ, A の性格は通常想

定される範囲を外れるほどのものではなかった, とい

うことで, その性格を理由とする素因減額はできない

としています｡ 電通事件 (最二小判平成 12・3・24 民

集 54 巻 3 号 1155 頁) の判例の枠組みですね｡

A が自ら症状を訴えたり, 外部の医療機関で治療

を受けたりすることは可能だったのにしなかったんじゃ

ないかという点は, 過失相殺事由として取り上げるほ

どではないというふうに退けられました｡ 以上が事案

の概要です｡

いわゆる過労自殺のケースで, 会社側の安全配慮義

務違反を認めた事例ですから, 同様の裁判例は電通事

件をはじめこれまでにもいくつかあります｡ ただやは

り特徴的なのは, 昼夜勤の交替制の職場であったこと｡

それから, 業務請負の形態で働く, 企業外の労働者で

あったこと｡ 実質は違法派遣と言っていいと思います

が｡ その 2点で, これまでにはなかった, 注目できる

事件といえるのではないかと思います｡

判旨の事実認定を読む限り, やはり企業外の労働者

だったからこそ起きた悲劇という面が否定できないよ

うに思えます｡

労働者を送り出している Y 1 は, ｢うちじゃなくて

Y 2 で働いているんだから｣ と考え, 受け入れている

方の Y 2 は逆に ｢これは Y 1 の労働者なんだから｣

という感じになっていたのではないかなと｡ 結局この

はざまで, A さんの健康管理がおろそかになってし

まった｡ それが浮かび上がってくるような判決です｡

判旨も, Y 1 と Y 2 の間の連携はさほど期待できな

い状態であったと明確に言っています｡ ですのでそれ

は裁判所も指摘するところであったと言っていいんじゃ

ないでしょうか｡

違法とはいえ, 労働者派遣のような形で働いている

とすると, 派遣先も派遣元も, その性格は違うでしょ

うが, それぞれ安全配慮義務を負うということは言え

るんだと思います｡

恐らく, 派遣先はより現場での作業に即した配慮義

務で, 派遣元はもうちょっと一般的な健康管理義務な

のでしょう｡ この事件は双方の連携の悪さが出てしまっ

たような感じですが, 逆に, 本当は派遣先と派遣元の

双方が連携しながら労働者の健康管理にうまくかかわ

れば, 効果的な健康チェックができるんじゃないでしょ

うか｡ 2 つの違った観点から, 2 つの違った会社が健

康に関して多角的に見てくれれば, つまり派遣先と派

遣元が健康管理の責任を押しつけ合うんじゃなくて,

その逆にうまく連携して労働者の健康管理をしていこ

う, という体制ができるのが望ましい｡ また法的にも

そういう枠組みを用意できれば一番いいのですが｡

＊安全配慮義務は誰が負うのか

盛 この職場では派遣と業務請負が混在していて,

明確に区別できなかったというんですね｡ でも, 実質

的には派遣ととらえていいでしょう｡ 結局, 業務請負

か派遣かというのは, 法律違反の責任がどうなるかと

いうことの違いであって, 安全配慮義務について, そ

のことから直ちにその内容に違いが出てくるのではな

いだろうと思います｡ いずれにしても, 外部の労働者

についても, 直接使用している事業主が責任を負うと
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いうことは以前から認められてきたことで, たまたま

こういう実質派遣のような形態であっても変わらない

ということなんでしょう｡

同時にこれは, いわゆる派遣元についても同じよう

に責任を認めたということで, そこがちょっと違うか

なという気がします｡

森戸 この場合は実質指揮監督をしていますので,

両方の会社がともに安全配慮義務違反があったという

ことでいいと思います｡ ただ, 違法とか偽装ではなく

て, ちゃんと法的ルールを守った業務請負の形をとっ

ている場合はどうでしょう｡ つまり, 自分の会社でほ

かの会社の労働者を仕事させているが, 指揮監督は本

当に全然していない｡ 例えば会社を掃除に来る清掃会

社の労働者｡ こちらは全然指揮監督しない, ただ掃除

だけして帰っていく｡ そういう場合こちらは一切安全

配慮義務を負わない, と言えるのか｡ そこの判断基準

はあるのでしょうか｡

盛 そういう純粋な請負の場合は, 第一義的には直

接の雇い主である事業者が責任を負うことになるでしょ

う｡ 例外的に具体的な指揮監督, 指揮命令が注文者や

元請から及んでいれば, その限りで使用者責任を負う

ということでしょう｡ 問題は派遣ですね｡ 派遣の場合

は, 派遣先が指揮命令することが前提となっているわ

けで, まさに使用者としての責任を負うことは当然だ

ということになるでしょう｡

森戸 派遣の場合はそうだと思うんですけれども,

純粋に請負で指揮監督していないとすれば, 安全配慮

義務は負わなくていいんでしょうか｡ もちろん場合に

よるんですが｡

盛 例えば, 機械に欠陥があるとか, 施設に問題が

あるということであれば責任が問われるでしょうけれ

ども, 実際に指揮命令をしていないのに, それに基づ

く責任というのは負いようがないのではないですか｡

道義的責任は別ですが｡

森戸 結局, 安全配慮義務というのが, 指揮監督関

係があるから生じる責任なのかどうか, というところ

なのでしょうけど｡

盛 それともう一つ考えられるのは, 請負業者に対

する指示があります｡ 業者に対する指示の点で不完全

な面があった｡ その結果, それが原因で事故が生じた

ということはありうるでしょう｡

森戸 自分が直接雇っていない労働者に対しても,

指揮監督的なものが強ければ強いほど安全配慮義務を

負わされる部分が大きくなり, 指揮監督の度合いが薄

ければそれだけ責任も軽減する｡ そういう単純な図式

でいいのかどうか, という疑問なんですが｡

盛 つまり形式のいかんはともかく, 労働の成果は

注文主が手に入れているにもかかわらず, 実際に自分

のところで起こった事故について, 全く責任を負わな

くていいのかということですか｡

森戸 誰が最終的に利益を得ているかというところ

に持ってくることもできるし, もちろんあとは, その

職場で働いているということで, さっきおっしゃった

ように, 工作物などからくる責任というのも持ってこ

れますね｡

盛 あるいはさらに進んで, そういう外部の労働者

を利用する使用者は, 少なくともそこで使用されてい

る労働者については, 自己の雇っている労働者と同等

程度の職場環境, 労働環境を提供する義務があるとい

うようなことは考えられますね｡

森戸 裁判になれば, 何かそういう理屈を立てなけ

ればいけないこともありうると思います｡

盛 そうでしょうね｡

森戸 基本的にはこの判決にそんなに文句はないん

ですが, ただ判旨が, この亡くなった Aがリストラ

のおそれにおびえていた, というのを重要な事情とし

て挙げているのが気になりました｡

盛 そこは僕もよくわからないところです｡

森戸 偽装請負的な働き方ですから, たしかにそれ

はリアルな不安だったとは思います｡ もちろん不当な

リストラをしちゃいけないんですが, それとは別に会

社として労働者がリストラの不安に襲われないように

する義務がある, というのもちょっと変じゃないでしょ

うか｡

盛 不安定雇用にある人は多かれ少なかれ雇用に対

する不安を抱えているでしょうし, そういう状態にあ

る人たちが頻繁にうつ病にかかるとも思えない｡

＊責任負担割合の配分

森戸 それから, これは重要な点だと思うのですが,

Y 1, Y 2 は共同不法行為の民法第 719 条, あるいは

安全配慮義務にもそれを類推適用して, 結局, 不真正

連帯債務を負うということになりました｡ この場合の

求償関係とか責任割合, つまり内部で Y 1 と Y 2 と

でどうやって損害を負担するのか｡

盛 たしかに, 双方に注意義務違反があれば不真正
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連帯責任ということになりますが, 損害の負担という

ことも考える必要がありますね｡

さっきも言ったように, 偽装請負か実質派遣かとい

うことにはあまりこだわる必要ないと思うんですが,

労働者派遣法による安衛法上の使用者責任の配分も考

慮すると, 安全配慮義務違反についても, やはりより

大きな責任を負うのは, 直接労働者を使用している事

業者だということになるのではないかと思います｡

森戸 この事件の場合, Y 2 のほうで働いていたわ

けですが, 直接の雇用者はY 1でした｡ この場合にY

2 のほうがより多く責任を負え, という結論でもおか

しくないということでしょうか｡

盛 おかしくないと思いますけど｡ ただ, 実際の現

場では, そのような認識は持っていないことが多いと

思います｡ というのは, 派遣先にすれば派遣労働者は

外部の人間なんだから一切そういう責任は負わないと

考えているし, 派遣元としても, 顧客である派遣先に

迷惑はかけられないという意識があると思うんです｡

だから実際には, 労働者派遣法は, 派遣先に使用者

責任を負わせることに意味があるということを全く理

解していないことが多いようですね｡

＊労災保険給付と民事損害賠償請求

森戸 あともう 1点, これはちょっと立法論になり

ますが, この判旨の判断枠組みですね｡ こういう判断

が最近多いと思うんです｡ 要するに, まず最初に過重

な業務と死亡という災害との因果関係, これを業務起

因性と呼んでいるわけですが, これがあるかどうかを

認定するという作業をしています｡ これは労災保険給

付請求の事件と, 判断としてはあまり変わらないと思

うんです｡ もちろん違う種類の訴訟なんだけれども,

同じような判断をしている｡ で, その業務が過重になっ

たことについて, 安全配慮義務とか不法行為で, 故意・

過失があるかということにつなげていく｡ ただ, この

事件で労災保険給付が請求されたかどうかはわからな

いんです｡ 少なくとも判決上はその形跡はない｡ 現行

法はご承知のとおり実際に労災保険給付が出たら, そ

れを民事損害賠償から差し引いてよいということで,

もし労災請求しなければ民事損害賠償をフルに取れま

す｡ でもそれはやはり使用者の保険利益の観点からす

るとおかしいんじゃないでしょうか｡

要するに, 労災保険給付の請求が当然できるのにし

ない分というのを民事損害賠償で取れちゃうというの

はおかしくないのかなと個人的には思うんです｡ 立法

論ですが｡ どっちみち慰謝料なんかは別にフルに取れ

るわけですし｡

盛 この事件の場合, 恐らく, 労災保険の手続をとっ

ているのはY 1 のほうなんでしょう｡ Y 2 はやってい

るはずないですよね｡

森戸 とすると, Y 1 が労災保険料を払っている｡

盛 仮に, 民事訴訟で請求すると両方から取れると｡

そこで, さっきの話がまた盛り返してくるわけですね｡

Y 1 と Y 2 がどっちが何割負担するか｡ そうなると,

保険料の負担割合に応じてその配分が変わってくると

いうことなんですか｡

森戸 そうですね｡ そうすると, 別な問題が出てき

ますね｡ 両者の負担割合を決めるときに, 労災給付分

を引くかとか引かないかとか, そういう論点でしょう

か｡

盛 厄介ですね｡

森戸 先ほどの立法論の話に戻りますが, そちらは

いかがでしょうか｡ 使用者の保険利益をちょっと考慮

してあげたらという気はするんですが｡

盛 そうですね｡ これも一般的な問題としてはすで

に論じられていますが｡

森戸 さっきも言いましたが, 慰謝料とかは取れる

わけで, 悪辣な使用者がいれば, それはそちらで賠償

は取れるのではないかなと｡ もっと言えば, 話は飛び

ますけれど, この事件でも, 最初はさっき言ったよう

に, 業務起因性の判断みたいなのを実質しているわけ

ですよ｡ それをいっそもう労災保険給付請求と一体的

に連動させて判断できないかなと｡ 労災保険給付が出

たということは業務起因性があるということだ, とい

うことでもうそこは立証しなくてよい｡ あとは故意・

過失があるかどうかという判断だけすれば民事訴訟の

判決が書けると｡

盛 それは制度としてはありうることだと思うけど｡

今だと, 当然にはそれはできないでしょう｡ 制度の仕

組みが違うから｡ だから, 外国の附帯私訴の行政訴訟

版みたいな制度が考えられますよね｡

森戸 まさにそれです｡

盛 行政の判断が出れば, それを民事訴訟の前提に

すると｡

森戸 何か附帯私訴の検討とかもしているらしいで

すけど, こっちも検討できないかなという思いつきで

す｡
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＊派遣労働者の健康管理

盛 それから, この判決はたしかに実質的派遣で派

遣先の責任を認めた, あるいは派遣元も合わせて責任

を認めたことに意義があると思うんですが, 果たして

業務起因性の判断でどこまできちんと認定評価できて

いるのかなという気はしないでもない｡ というのは,

要するに過重な労働があったということのようですが,

果たしてどのくらい過重だったのか, 何を基準に過重

と判断したのかということです｡

例えば事実認定の部分で ｢15 日間連続して労働し

て, 終了日である 12 月 7 日以降, 8 日及び 9 日の休

日後, 10 日から通常の 2 交代勤務につかせたもので

あり, A は同月 15 日から 17 日まで 3 日連続の夜勤

が終了した後は, もはや就労に復帰することができな

かった｣ とあります｡ 疲労困憊して, もう仕事に出て

いくこともできなかった｡ そのくらい疲れていたと言

いたいんだと思うんですが, 復帰することができなかっ

たということの根拠がどこにも出ていない｡ その後,

休日にどこかに出かけたという認定はあるんですが｡

森戸 労災事件ではえてしてありますよね｡ もちろ

ん判例集では証拠が省略されていますので何かあるの

かもしれないんですが｡

あと, この事件は過重な勤務だったということもあ

りますけれども, Aがその過重な勤務でへとへとだっ

たのに, 会社側はそれに気づいてなかった, カウンセ

リングなどをするべきだった, という流れで出てきて

いる事実でもあるので, その辺の関係があるんじゃな

いでしょうか｡

盛 気づいていたとは認定していないですね｡

森戸 気づくべきだったみたいなことですね｡

盛 その点もちょっと気になります｡ 先ほどの電通

事件の場合は, 上司がはっきりと顔色が悪いとかおか

しいということには気がついていた｡ にもかかわらず

何もしなかったというので会社の責任を認めたんです

けれども｡ 本事件では, どうやら Y 2 として気づい

ていたのに何もしなかったというのではなくて, 気づ

くべきであったのに, 気づかなかったということなん

でしょう｡ 責任原因というのは｡

森戸 何キロやせたとか, 顔色の悪さとかはあった

と｡ やせて顔色悪くなっているんだから気づかないと

だめではないか, という感じの判断ですよね｡ 微妙か

もしれません｡ あとでそう言われてみれば, というこ

ともありうるし｡

盛 Y 2 でさえ, その程度なのに, 週に 1 回程度面

談するにすぎない Y 1 のほうまで気づくべきであっ

たということになると……｡

森戸 でも, 週 1回でもわかっただろうというよう

な認定ですよね｡

盛 その点では, 事業者側に厳しい判断だという気

はします｡

森戸 事案をもうちょっと詳しく見ないとわからな

いところもありますけど, 微妙なところではあります｡

盛 この事件を見てもそうですけど, 特に製造業で

派遣というのは非常に危険性を伴うと思います｡ 偽装

請負もそうですけれど, なるべくコストを切り詰めて,

しかもそれは外部の人間だからというので, 例えば自

分のところの社員と同じように健康診断なんかしない

わけですね｡ 逆に, 直接雇用している派遣元, あるい

は業務請負をした会社は, 労働者を送り出してしまえ

ば, あとはすべて派遣先や請負先にお任せなわけです｡

いかに週に 1回会うとはいっても, 具体的な仕事の状

況についてまで知っているわけではない｡ たとえ安全

配慮義務を負うとしても, その義務の尽くしようがな

いわけですよね｡

森戸 両方ともそれなりの義務はあって, それなり

に果たしてはいる, でもそれでは多分足りない｡ 本当

はそこが連携するような, 情報が相互に行き来するよ

うな仕組み, そういうのがあるのがいいんでしょうね｡

うまく連携して, 労働者の健康に配慮できるような仕

組みがつくれればいいんじゃないかなと思うんですが｡

盛 派遣の場合も, 派遣先は直接雇用する労働者と

同じような健康配慮義務を負うと考えるべきだし, そ

のことを法律できちんと定めたらどうかとも思います｡

森戸 結局こういう事件になってみると, 外部の労

働者だからって全然見ていなくていいというわけではな

い｡ 実は派遣元も見ていなくて, こんなふうに労災が

起きちゃったりしますよ, という教訓はあるわけです｡

盛 かえって派遣のほうが労災事故は増えると思い

ます｡ 自社の社員であれば, 当然, 安全教育もするで

しょうが, 派遣の場合はその辺が非常にあいまいで,

さっきも言ったように, 派遣だから自分たちは一切責

任を負わなくていいと考えている派遣先は実際には少

なくないと思います｡

森戸 こういう判決を見れば, それは間違いなんで

すけどね｡ 何か起きれば代償は高いわけですから｡
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1. マンション住込み管理員の割増賃金請求
と時効消滅

互光建物管理事件 (大阪地判平成 17・3・11

労判 898 号 77 頁)

盛 前回取り上げたオークビルサービス事件 (東京

高判平成 16・11・24 労判 891 号 78 頁) は, マンショ

ン住込み管理員の労働時間が問題になった事件で, マ

ンション管理員の所定時間前後の時間帯や, 平日と同

様の土日の時間帯についても労働時間該当性が認めら

れました｡ 特に二審判決では, 病院に行っている時間

や犬の散歩をしている時間までが労働時間だという判

断がなされて, それがマンション管理員の労働時間の

特殊性ということで説明されていたわけです｡

今回取り上げた互光建物管理事件・大阪地裁判決で

は, それと全く異なる判断が示されました｡ 2 つの事

件は, 管理員の就労実態という点ではさほど変わりは

ないと思います｡ 比較的大きな規模のマンションの管

理員で, 1階の入り口付近に管理員の受付窓口があり,

それに隣接して奥のほうに住居がある｡ 決まった時間,

平日であれば朝から夕方まで管理員室に詰めていて,

それ以外の時間帯は奥の居室で過ごしている｡ ただし,

インターホンがついていて, ときどき住民から呼び出

されてサービスを頼まれることがある｡ あるいは, 所

定時間の前後にも, 例えば照明の点灯・消灯や, ごみ

置き場の扉の開閉など, いろいろな細かい作業に従事

していました｡ それから所定時間外や土日であっても,

会社からは緊急時の対応が求められています｡ そこで,

決まった所定時間以外の時間帯であっても, さまざま

な指示があったり, 必要に応じて住民への対応をして

いたことから, そのような時間帯が労働時間と認めら

れるかどうかが問題となりました｡

互光建物管理事件判決では, そのような所定時間外

の時間帯は労働時間とは認められないとされ, オーク

ビルサービス事件判決とは全く逆の結論になっていま

す｡ ただ, その前提として例の大星ビル管理事件に関

する最高裁判例 (最一小判平成 14・2・28 労判 822 号

5頁) を前提としているということは共通しています｡

この最高裁判決は, ビル管理員の不活動仮眠時間であっ

ても労働からの解放が保障されておらず, 役務の提供

が義務づけられていると認められるときは労働時間に

該当するという判断を示したものですが, マンション

の管理員の所定時間以外の時間がそのようなものと評

価されるかどうかが問題になります｡

互光建物管理事件判決では, 労働時間性が否定され

るためのいくつかの要素を指摘しています｡ 管理員の

居室での過ごし方について, 特段の制限が設けられて

いるわけではない｡ それから滞在場所にも特段の制限

があったわけではない｡ そういうことから, 管理員居

室で過ごす時間は自由な利用が許された時間である｡

したがって, その不活動時間といえども労働からの解

放の保障があると言えるから, 労働時間とは認められ

ないというわけです｡

それから, 少し注目される判断として, 特に緊急事

態への対応ということが求められていたわけですが,

この点に関しては, 緊急事態への対応といっても, そ

れは管理員が管理物件内に居住していることに伴う事

実上の効果として期待されているにすぎず, 通勤管理

制において担当者が呼出待機の状態にある場合と本質
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事案の概要

X はマンション管理業務を請け負う Y 社の従

業員であり, マンションの住込み管理員として勤

務していた｡ X の所定労働時間は月曜日から土

曜日の午前 9時から午後 5時まで (うち休憩時間

は午後 0 時から午後 1 時まで) であったが, X

は住込みで常駐していたことから, 平日は就業前

の午前 6時から午前 9時まで, 休憩時間の午後 0

時から午後 1時まで, 終業時間後の午後 5時から

午後 11 時まで時間外勤務を行い, 日曜日及び祝

日は午前 6 時から午後 11 時まで休日勤務を行っ

ていたとして, 割増賃金の支払いを請求した｡

フォローアップ 



的な差異はないというべきであると述べています｡ 呼

出待機というたとえが適切かどうかは別として, 所定

の勤務時間以外の時間の過ごし方に特段の制約は設け

られていないということがその理由です｡

この 2つの事件で結論が分かれた理由ですが, 一つ

には, 所定時間外にもマンション管理員としての業務

に従事していて, そのために居室にいたことを重視す

るか (オークビルサービス事件), 所定時間外の過ご

し方には特段の制約はない以上, 労働からの解放があっ

たと見るか (互光建物管理事件) の違いがあると思い

ます｡ また, オークビルサービス事件の場合には詳細

なマニュアルがあって, 勤務時間外でも住民の要望に

は柔軟に応えるというような一般的な指示があったの

に対し, 互光建物事件の場合にはそういうマニュアル

はなかったというような違いもあるかもしれません｡

しかし, そういうマニュアルの有無という形式を離

れて, 実態として見た場合に, やはりマンション管理

員というのは所定時間外は自由に過ごせるわけですね｡

所定時間内であっても, 夫婦のどちらかが管理員室に

いる限り, 他方がその場を離れて買い物に行ったりす

るということもあるはずです｡ オークビルサービス事

件で問題となったような, 所定時間中の通院や犬の散

歩といった日常生活に伴う職務からの離脱は, 一定の

範囲では当然に許容されていると考えることもできま

す｡ 私としては, 結論としては互光建物管理事件判決

のような考え方を支持しますけれども, 異論はありう

るでしょう｡

森戸 先生としては, オークビルサービス事件とそ

れほど違わない労働形態なのに, 判断は全然違っちゃっ

た｡ そしてこちらの判断のほうがより実態に即してい

るんじゃないか, というお考えでしょうか｡

盛 そうですね｡

森戸 私もどちらかといえばそうですね｡ 余談です

が, ｢管理人住込み, 24 時間対応｣ みたいな宣伝文句

のマンションでも, 実は呼出待機と一緒だというのが

この判決ですから, これからはそういう広告をみても

あんまり過大評価しないようにしようと思ってます

(笑)｡

＊管理委託契約の位置づけ

この判決で一番おもしろいなと思ったのは, とにか

く管理委託契約というものの内容を非常に重視してい

ますよね｡ ただ管理委託契約というのは, 本来労働契

約とは別なものです｡ マンションの管理組合とその管

理を請け負っている管理会社とが契約して, こういう

管理委託業務にしましょうと定める契約で, 管理人の

労働時間を直接定めるものではないはずなんです｡ し

かしこの判決は, 管理委託契約の内容がこうなってい

るから, 管理委託契約には書いてないから, ととにか

くこの契約を非常に重視している感じです｡

さらに, 管理員としては管理組合と協議すべきだっ

たというような表現もしばしば登場して, ちょっと管

理員さんが気の毒な感じがしました｡ これも結局何で

かというと, 管理委託契約にはそういうことはどこに

も書いてないので, そういうことをやるかやらないか

という問題が出たら, それは管理組合と協議してくだ

さい, という観点なんです｡ 管理料も管理委託契約で

決まっているんだということも重視していますし｡ そ

のあたりでオークビルサービス事件とは違う判断になっ

たのかな, と｡

盛 なるほど｡ 判決としては, 原告は, 労働契約上,

管理委託契約内容以上の義務は負っていないという考

えなのでしょうね｡ しかし, 管理組合と契約内容の見

直しを提案しろといっても, なかなかできることじゃ

ないと思いますね｡ それから, 管理委託契約の内容に

応じて会社も委託料を受け取っているわけで, 管理員

が管理委託契約内容を超えたことをやったからといっ

て会社の収入が増えるわけではありません｡ 労働時間

に該当するから会社が割増賃金を支払うということに

なると, これは全部会社の持ち出しになってしまいま

す｡ だとすると, 管理員は委託契約の範囲でのみ労働

契約上の義務を負っているんだから, それ以上のこと

はあくまで個人的なサービスであって, それが嫌なら

割増賃金の請求よりも先に, 委託契約の内容を変えさ

せなさいということなんでしょう｡ できるかどうかは

別として｡

森戸 判旨の言っていることはまさにそのとおりだ

と思うんですが, ただやはり理論的には, 労働契約の

内容とか, 何が労働時間かということと管理委託契約

の中身とは, 連動し関係はしているけれども, 一応別

な基準で判断されるべきだろうと｡ なのに管理委託契

約を引っ張ってきてそっちからばっかり説明されても,

労働者としてはちょっと気の毒ではないかなと｡ まし

てや管理組合と協議しろなんて｡ もちろん判断の材料

としては重要なんでしょうけどね｡

盛 管理委託契約内容を重視しすぎることもどうか
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と思います｡ 確かに管理委託契約内容以上のことをす

る労働契約上の義務は負っていないとしても, 実際に

所定時間外に管理員としての業務に従事して, それが

少なくとも会社の黙示の指示に基づくものと評価され

るのであれば, やはり労働時間に該当すると考えるべ

きでしょう｡ だからといって, そのために待機してい

る時間がすべて労働時間となるわけではなく, 実際に

そのような業務に従事したことが立証された時間だけ

を労働時間として算定するのが妥当なところだと思い

ます｡

2. 企業年金の ｢受給者減額｣

松下電器産業グループ (年金減額) 事件 (大

阪地判平成 17・9・26 労判 904 号 60 頁)

森戸 自社年金の受給者減額の事件です｡ 昨年ホッ

トイシューで取り上げた大津地裁の松下電器事件 (大

津地判平成 16・12・6 労判 889 号 73 頁), それに続い

て大阪地裁の判決が出ましたので, フォローアップと

して取り上げることにしました｡ 事案の概要は全く同

じです｡ 要するに, 受給中の自社年金の給付利率引き

下げによる減額という措置が法的に有効かどうかとい

うのが論点です｡ 結論も同じになりました｡ 原告側

(受給者側) の全面敗訴です｡

大津の事件では, 約款に関する古い大審院判例が引

用されていました｡ これについては昨年のホットイシュー

で, 就業規則変更法理に依拠してもよかったんだろう

けれども, 労働関係の話じゃなくて, 労働関係が終わっ

た後の話なので, わざわざ約款というそもそものとこ

ろまで話を戻したんだろう, みたいなことを言ったと

思います｡

ところが大阪地裁は, もっと端的に, 本件の年金規

程は就業規則と非常に類似した性格のものだと言い切っ

て, そこから話が始まるんです｡ もう約款の話は出て

こない｡ 就業規則に似ているというところから始まり

ます｡ X らに本件規程の効力が及ぶというためには,

本件規程のうち問題となっている規定の内容の合理性

とともに, 就業規則におけると同程度の周知性が要求

されると言いました｡ で周知は十分だったので, あと

は内容の合理性ですね, と｡ 就業規則変更の合理性の

判断枠組みに引きつけたような感じです｡

具体的判断としては, ｢将来, 経済情勢もしくは社

会保障制度に大きな変動があった場合, あるいは法制

面での規制措置により必要が生じた場合は, この規程

の全般的な改訂または廃止を行う｣ という, 一般的な

変更条項みたいなやつ (改廃規定) ですね｡ この要件

が満たされているかどうかという判断をしているんで

すが, そのときも就業規則変更法理が参考になるんだ

と言っています｡

つまり, 大津の事件よりもっと端的に労働法のルー

ルに素直に依拠しているんです｡ どうしてかというと,

もとは退職金なんだから, ということのようです｡ そ

して就業規則変更法理に準じて, 必要性, 内容と手続

の相当性, というような基準で見ていくんだというこ

とのようです｡

判断されている中身は大津事件とそう変わりません｡

ほかのみんなは同意しているじゃないかとか, 市場金

利からすれば利率引き下げ後もまだ十分高いでしょう

とか｡ 改廃規定の要件が満たされているかどうかとい

う判断を, 就業規則変更法理の基準と重ね合わせる形

で判断して, 結局要件は満たされていますね, と結論

を出しています｡

そこでやっていることは, これも大津事件と同じで,

受給者減額の根拠となる規定があるか, 契約上の根拠

があるかということをチェックし, さらにそれに相当

性, 必要性というような要件を加重して判断する｡ 判

旨の中で, 現役労働者ではないので就業規則の話と全

く同じではないですよ, というようなことを言っては

いるんですけれども, そう言いつつ結局就業規則と似

たようなルールでいいんだ, と言っています｡

そこが一番の特徴かなと思うんですが, ここのとこ

ろいかがでしょうか｡

盛 そうですね, ちょっと依拠しすぎかなという感

じはしないでもない｡ 似ているからということで類推

するのはいいんですが, これはかなり違うものだと思

います｡

そうは言っても前の大津地裁のように, 約款論に依
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事案の概要

X らは Y 社及びそのグループの元従業員であ

り, 退職金の一部を原資とする福祉年金制度から

年金を受給していた｡ その後 Y 社が給付利率の

引き下げを決定し, 年金が減額されることとなっ

たため, X らはこの決定の無効を主張するとと

もに, 給付利率引き下げがなければ支給されたで

あろう金額との差額の支払いを求めた｡



拠するだけでは変更までは十分説明し切れないという

ところがあって, 就業規則論の場合には, 拘束力と変

更と両方説明できる｡ それに依拠すれば, 何とか両方

対応できる｡ したがって, この年金契約が適用される

かどうかという問題と, それから利率の変更というと

ころが, 何か両方とも就業規則論に依拠するというこ

とで説明できてしまうという, そういうことはあるん

じゃないかな｡

森戸 ただ, ちょっとあからさまに乗りすぎている

というか｡

盛 たしかに安易という感じはします｡ やはりもう

少し年金契約の特殊性のようなことで, 独自の法理を

構築してもよかったんじゃないか｡ その余裕がなかっ

たということなのかもしれないけれど｡

森戸 就業規則論に乗りつつ……｡

盛 少しは独自の判断を示したということでしょう｡

修正しながら判断を下していますから｡

森戸 たしかに就業規則論に乗ってしまうことの是

非はもちろんありますけど, 約款から持ってきた大津

の判決よりは, もう少し素直にというか, ある意味あっ

さりと判断を下していますよね｡

＊｢おまけ｣ 論

あともう一つ, これは大津事件では言われていなかっ

たことで, そしてこの判決全体を貫く非常に重要なス

タンスです｡ 一般に運用可能な利率による利息相当額,

ないしはそれをある程度超える利率による利息相当額

を上回る部分, 判旨は ｢超過利息分｣ と呼んでいます

が, これについてはその対価を具体的に観念できない

ので, 超過利息分相当額の年金給付は, 会社側が主張

するところの恩恵的給付, 法律的には贈与の性質を有

する給付である, と言っています｡ ここのところでしょ

うか｡ これは大津事件では明言はされていなかったこ

とです｡ 要するに, 通常の利息で増える部分を超えた

部分はもう ｢おまけ｣ であり, 退職金の分割払いとい

う性質は有しないと｡ だから一定の事情があれば減ら

されてもしようがないだろうと｡ 必要性, 相当性の判

断も一応するけれども, そんなに厳格じゃなくてもい

いでしょう, と｡ そういう流れです｡

そこがこの判決の基礎にある｡ ｢おまけ｣ だから現

役従業員の話じゃないけどまあ就業規則ルールにのっ

とってやっちゃってもいいでしょう, という雰囲気さ

えします｡

逆に言うと, この判決はすべてここにつながってい

るので, 原告側としては, もうちょっと高裁でここを

重点的に攻めるべきなのかもしれません｡ 例えば,

｢おまけ｣ なんて言われたけどそうじゃない, ちゃん

と対価はあるんだと｡ 単に市場利回りを超えたらどう

という問題じゃないと｡ ちゃんとした, 何かの対価と

して当然観念できるものであって, 恩恵的なものじゃ

ないと｡ そこは十分反論したほうがいいのかなという

気はしました｡

ただそういう主張も地裁段階でもちろんしてはいま

すので, なかなか厳しいとは思うんですが｡ ただ頭ご

なしに ｢おまけ｣ だみたいなことを言われると, 多分

ちょっとそれは違うという反論も当然あると思います｡

この ｢おまけ論｣ はいかがですか｡

盛 それは考え方によるでしょう｡ この事件の年金

は, 最初のうちは年金の原資が退職金で, それが切れ

てもさらにずっと死ぬまで一定額が払われるというも

のですね｡

森戸 死ぬまでどころか, 自分が死んでも遺族に行

きますからね｡

盛 それを恩恵と言わずして何と言うかという｡

森戸 そう考えればこういう判断になるのでしょう

ね｡

＊年金契約の特殊性

盛 逆に, そういうことを言うのであれば, たしか

去年も問題にしましたが, まだ退職間際の人で一度も

年金を受けていないのに引き下げられるという人がい

ましたね｡ そういう人については, むしろ逆に期待が

強いとか, 少なくとも退職金を原資として運用する部

分については引き下げはできないとか｡ そういうこと

の論拠にはなりうるかもしれない｡ どうしてもこの種

の事件というのは, 結論が先にありきという感じがし

ます｡ たしかに退職者にしてみれば, 一方的に減らさ

れるのはけしからんということになるけれど, こうい

う制度のもとでは, 退職者に支払われる利益をつくり

出しているのは現役の従業員ですからね｡ 現役と OB

とを対比して, 何が公平かということを考えると, や

はりある程度結論は見えてくるのかなという気がしま

す｡

森戸 去年も議論しましたね｡ 退職者の年金の話で

あるけれども, やっぱり現役従業員なり現在の会社な

りを含めた全体の制度としてやっている｡ そこから離

No. 556/November 200626



れるわけにはいかないということなんでしょうか｡

盛 だから, 年金規程の解釈とか合理性の問題とし

て処理されてはいますが, これは単に変更の合理性と

いうことだけではなく, 年金受給者間の公平とか, さ

らに現役従業員との間のバランスとか, そういった要

素も入ってこざるをえない｡ そういう意味では, 就業

規則の合理性ともまた別の意味があるように思います｡

森戸 そこはまさに年金契約理論独自の枠組みがど

こかにあるんじゃないかという話につながるんでしょ

うか｡

盛 それと, 就業規則論を応用する, あるいは約款

論を応用するにしても, 年金契約としての性格からし

て, どこがどのように調整されることになるのか｡ 合

理性の判断基準にしても, いま言ったようにいろいろ

別な要素が入り込んでくるわけですから｡

1. 内部告発を理由とする人事上の不利益取
扱い

トナミ運輸事件 (富山地判平成 17・2・23 労

判 891 号 12 頁)

盛 これは内部告発にかかわる事件ですが, 裁判を

起こしたご本人が本まで出しているということで, か

なり知られた事件かもしれません｡

最近, 内部告発に関する裁判例が目立ちますけれど

も, その多くが例えば宮崎信用金庫事件 (福岡高宮崎

支判平成 14・7・2 労判 833 号 48 頁) のように, 懲戒

解雇などの不利益処分の効力が問題になった事例です｡

このトナミ運輸事件は, 内部告発をしたのは今から

30 年近く前で, その後, 閑職につけられて, 昇進昇

格がほとんどなかったところ, 30 年近くたってから

損害賠償請求を起こしたという点に, ほかの事案には

ない特徴があります｡

内部告発の内容ですが, 当時運輸業者が結んでいた

ヤミカルテルに関するものです｡ これは新聞報道もさ

れましたし, 公取委の関与があったり国会でも取り上

げられて, 業界団体自体も破棄広告を出しましたから,

ヤミカルテルがあったこと自体は明らかな事案です｡

次に判決の内容ですが, まず内部告発の正当性につ

いて判断を加えています｡ これまでの裁判例では, 懲

戒解雇などの直接的な不利益措置が問題になった事例

が多いのですが, この判決も, 事案の違いはあるもの

の, 従来の内部告発に関する正当性ないしは適法性の

判断基準をほぼそのまま踏襲していると言っていいと

思います｡

要するに, 一つには内部告発についての真実性です

ね｡ 内部告発事実は真実であったか, 少なくとも真実

であると信じるに足りる合理的な理由があったかどう

か｡ この事件では, さっきも言ったように, ほぼその

内容は真実であるということになっていますので, こ

の辺はあまり判決の中では重視されておりません｡

二番目の要件としては, 告発内容に公益性があるか

どうか｡ 要するに私憤とかそういうことではなくて,

公益目的があるかどうかということですが, これも本

件の場合には特に問題はありません｡
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事案の概要

Xは大手貨物運輸会社であるYの従業員であっ

たが, Y がヤミカルテルを締結しているなどと

する内部告発を行ったところ, Y がこれを理由

として長期間にわたり X を昇格させず, また個

室に隔離するなど, 不利益な取扱いをしたとして,

Y に対し, 雇用契約上の平等取扱義務, 人格尊

重義務, 配慮義務等に違反する債務不履行または

不法行為に基づく損害賠償請求等を行った｡ また

併せてXに対する謝罪文も求めた｡

判決は原告の内部告発の正当性についてほぼ全

面的に認めるとともに, 会社の不法行為責任およ

び債務不履行責任を肯定し, 損害賠償責任を認め

た｡ なお謝罪文の請求は退けた｡
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三番目として, 告発の方法です｡ 告発に至る方法,

対応といったものが妥当かどうかということです｡ こ

の事件の場合, 判決ではヤミカルテル是正のための内

部努力は不十分であったということを認めています｡

要するに社長に対して何か言ったという程度のことで,

会社内部でこれについて特に取り上げて問題にしたと

いうことはありませんでした｡ しかし, 判決は, だか

ら内部告発が違法だったというのではなくて, たとえ

この原告が努力をしたとしても, 会社がこれを聞き入

れる可能性は極めて低かったと指摘しています｡ そう

いう可能性は低かったから, 内部告発の方法が不当で

あるとまでは言えないということで, 内部告発は正当

な行為であって, 法的保護に値するという判断を示し

ました｡

続いて責任原因が問題になりますが, 不法行為責任,

それから債務不履行責任, どちらも肯定しています｡

細かいところを見ますと, 不法行為責任と債務不履行

責任とどう違うのかというような問題もあるんですが,

結論としてはどちらの責任も肯定しています｡ ただ,

実際にはこの判決では, 時効に関しては債務不履行の

10 年によって算定するとしています｡

＊公益通報者保護法との関係

問題としては, 内部告発一般の要件もさることなが

ら, 現時点でこの判決の意義を考えるとすれば, やは

り公益通報者保護法との関係が一つ問題になろうかと

思います｡ 要するに, この事件では内部通報, 内部努

力が不十分だったことを認めつつ, その点については

会社がそれを聞き入れる可能性は低かったから, その

点は問題ないという判断になったわけです｡ 現在の公

益通報者保護法は, 第 2条で定義を置いて, 第 3条で

解雇の無効について定めていますが, 通報先のいかん

によって, 解雇が無効となる要件が違うわけですね｡

第 3条第 1号が当該労務提供先等に対する公益通報,

いわゆる内部通報と呼ばれているもので, これは ｢通

報対象事実が生じ, 又はまさに生じようとしていると

思料する場合｣ となっています｡ 第 2号が行政機関に

対する公益通報｡ 第 3号が, それ以外の機関, マスコ

ミなどに対する通報となっていますが, 1 号, 2 号, 3

号となる順番に, だんだんその要件が加重されていき

ます｡

第 3 号を見ると, そこでは第 1号の要件プラス第 2

号の要件に加えて, さらにその条件が加重されます｡

例えばイとして, ｢前二号に定める公益通報をすれば

解雇その他不利益な取扱いを受けると信ずるに足りる

相当の理由がある場合｣, それからニとして ｢書面に

より第一号に定める公益通報をした日から二十日を経

過しても, 当該通報対象事実について, 当該労務提供

先等から調査を行う旨の通知がない場合又は当該労務

提供先等が正当な理由がなくて調査を行わない場合｣｡

恐らく, このトナミ運輸の事件の場合には, このニの

要件を満たしていません｡ 仮に現在トナミ運輸事件を

この規定に当てはめてみると, 果たして法的保護の対

象になるのかどうか, ちょっと疑問になってきます｡

果たして, この第 3条の規定は内部告発の合法性を

判断する場合の一般的な基準として理解していいのか

どうかということになると, やはり, これはあくまで

も一つの例示であって, それ以外に解雇が無効になる

ことはありえないという意味での限定列挙ではないと

考えざるをえません｡ 少なくとも, 内部告発の一般的

な適法性要件を制限的に定めたものと解することはで

きないと思われます｡ そういう意味で, この判決は,

公益通報者保護法の解釈について, 一つの示唆を与え

るものという点で意義があるのかなという気がします｡

森戸 この第 3条第 3号は, イロハニホのいずれか

に該当すればいいんですよね｡ そうすると, たしかに

ニは当たらないのかもしれませんが, イとかロには,

この事件は当たらないでしょうか｡

盛 ｢その他不利益な取扱い｣ には閑職への左遷も

含まれると｡ そうとも言えるかもしれませんね｡

森戸 そちらがあれば, 別にニを満たさなくてもい

いんですよね｡

盛 そうですね｡ しかしそうなると, わざわざ書面

による通報についての要件を定めたことの意味が疑問

になってきます｡

＊｢不法行為責任｣ と ｢債務不履行責任｣

もう一つ, ちょっと気になった点としては, 責任原

因について, 人事権の行使に関して不法行為責任と債

務不履行責任を並べて判断しているのですが, いった

いこの二つはどういう関係にあるのか｡ 人事上の処遇

差別について, 確かに債務不履行責任を問題にした例

がないわけではないですが, これまでは必ずしも一般

的ではなかったと思います｡ 通常は不法行為責任でい

く｡

この判決では, 両方認めているんですが, どうも不
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法行為責任と債務不履行責任との関係がはっきりしな

い｡ 同じようなことを言っているように見えて, どこ

が違うのかという疑問を持ちます｡ 人事考課や査定に

ついて不法行為の成立を肯定した裁判例は少なくない

のですが, それがストレートに債務不履行責任に結び

つくのかどうかということです｡

森戸 私は理論的にラフなタイプなのであまり突き

詰めないんですけれども (笑), 理論的にいうと, 宣

伝会議事件でも違法な内定取消をしないようにする義

務という債務不履行構成をしましたよね｡

ここも結局, 時効が長い債務不履行のほうがいいと｡

不法行為か債務不履行かなどとはあまり深く考えずに,

どっちも大体成り立つでしょう, という感じで判断し

ている裁判例が結構多いような気もします｡

盛 特に意識的には考えていないのかもしれません｡

不法行為だからどう, 債務不履行だからどうというの

ではなくて, 不法行為では当然に認められる｡ だから,

債務不履行でも当然そういうことは求められるという

ような発想なんでしょうか｡

森戸 理論的には, 本当はそれはいけないのでしょ

うけど, 何かそういう判断が多い気がしますね｡

盛 ただ, もう一つ言えるのは, 人事上不利益に扱

わないという義務の内容です｡ 学説で人事上の措置に

関連して債務不履行と言う場合には, たんに不当な人

事上の評価や措置をしない義務にとどまらず, むしろ

公正評価義務というような, もっと積極的な意味でそ

れをとらえているんですね｡

逆に, 単に不当な人事上の評価や措置をしてはなら

ないというような意味での債務不履行というのは, 裁

判所としては比較的容易に認めやすいのかなとも思い

ます｡ さらに進んで, 公正評価義務というような意味

での債務不履行責任まで裁判所が認めることになるか

どうかは, 現時点では何とも言えません｡

森戸 しかし多くの裁判例はそこまでは考えていな

いんじゃないでしょうか｡ たとえば時効などの点で,

そのとき構成しやすい形でただ不法行為を裏返しにし

て使っているんじゃないかなという気もします｡

盛 でも, 不法行為なら 3 年で, 債務不履行は 10

年｡ その違いはどこから出てくるんでしょう｡ これが

例えば不当労働行為事件で労働委員会に係属すると 1

年なんですよね｡ 同じ差別事件でもどうしてこんなに

違うのか｡

森戸 不当労働行為制度については, 一応将来に向

けての労使関係正常化の制度だから, という説明がな

されていますよね｡ あとは ｢継続する行為｣ の規定も

ありますし｡

ところで, 内部告発の話から少し外れますけれども,

本件では, 旧研修所, 新研修所の 2カ所のいずれもで

報復として不利益なひどい扱いをされていた, という

ことが認定の基礎になっています｡ そういう不利益取

扱いはいけない, というのが判断の前提になっている

と｡ 責任原因のところでも, 第一にろくな仕事を与え

なかった, 第二に昇格停止による賃金格差, 第三に退

職強要, これらが違法だとされています｡ ろくな仕事

を与えなかった, というのが違法な行為ということに

なっているんですが, これは理論的にはどう説明する

のでしょうか｡

つまり, 会社は労働契約に基づいて決められた給料

を払う義務はもちろんありますけれども, それに加え

て, この人にはこのぐらいの仕事をさせないと, とい

えるレベルの仕事をさせる義務というのが労働契約上

あるのか｡ あるとすれば法的にどう構成されるのか｡

就労請求権の議論にも絡むと思います｡ この事件で閑

職に追いやってひどい扱いをしたのは明らかですけれ

ども, じゃあ理論的に当然に何か意味ある仕事をさせ

なきゃいけない義務というのが使用者側にあるのか｡

あるとしたらどういう範囲でなのか｡ これが一番気に

なっていることです｡

盛 それは難しいですよね｡ たしかに就労請求権が

一般に認められないとすると, 賃金さえ払っていれば

いいじゃないかということになる｡

森戸 極端に言えばむしろ何もしないで 20 万円も

らえるならいいだろう, 解雇されるよりいいだろう, っ

てことです｡ ずっと 5年間自宅待機で, そのかわり月

給 20 万円払うよというのは, 見方によってはひどい

措置ですが, でも見方によっては何もしないで 20 万

……｡

盛 そう, 5 年間毎日が日曜日という感じになると

ね｡

森戸 考えようによってはいいじゃないかと｡ 法的

にも, 労働契約上 ｢それなりの仕事を与える義務｣ と

いうのが果たしてあるのか｡ 実はこの判決は, なんと

なく, そういう義務があるという前提で話が進んでい

る気もするんです｡ ろくな仕事を与えていないという

ことが悪いと言っていますから｡

盛 そこが, 不法行為責任と債務不履行責任の違い
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としてあらわれてくるのかもしれない｡ つまり, どの

仕事につけるかは使用者の裁量だけれど, 本来, つけ

ることができる範囲の仕事がこれだけあったのに, そ

れに全然つけず, 閑職にばかりつけたということであ

れば, これは人格権侵害として, 不法行為責任の原因

にはなりうる｡

けれども, 積極的に適当な職につける契約上の義務

があるかどうかということになると, そこはまた別で

はないか｡ 差別的にそういう閑職につけているという

ことが立証されれば, それは債務不履行責任の構成が

できるかもしれませんが, 適切な職につけないという

だけでは, 債務不履行責任を肯定するのは少し難しい

のではないかと｡

森戸 債務不履行責任も不法行為もまあ似たような

ものだと考えているから, 今みたいな疑問が出てきた

わけです｡ でもたしかに, 不法行為でいけば, それは

人格権侵害のひどい行為だ, ということでいいわけで

すね｡ ただ債務不履行でいくと, 人格権侵害だから当

然に債務不履行責任かということになると, そうは言

えないのではないか｡ ちょっと観点が違ってきますよ

ね｡ 本当はそこはもうちょっと細かく分けて判断すべ

きでしょう｡

盛 そこを区別していないので, この判決に対して

は不満が残るんです｡

森戸 そうですね｡ それがまず 1点｡ それからもう

一つおもしろいなと思ったのは, 細かい話になります

けど, 旧研修所での期間, 昭和 50 年から平成 4 年ま

で, ここではかなりひどい扱いだったとされてます｡

平成 4年に新研修所に移ってからも不利益な取扱いを

されているが, しかしここでは労働者側にも少し落ち

度があったんだという認定です｡ 異動をめぐる経過か

らして, 意欲に欠けると評価され, 人事上不利益に扱

われたのにはやむをえない事情もあった, と裁判所は

言っているわけです｡ 基本的にはずっと同じような処

遇で不利益取扱いをしていたけれど, 新研修所に移る

ころに, X の処遇を見直す ｢機運があった｣ という

言い方をしている｡

でもここはちょっと疑問です｡ 最終的には異動に応

じたのに, 応じる前の態度を問題にされている｡ ボラ

ンティアができなくなるから日曜休みがいい, と言っ

ていたことが意欲に欠けると判断されているんですが,

別に意見表明自体は自由ですよね｡ 最終的には異動に

応じたわけですし｡

判旨からすると, この時期の唯一の機運を X がと

らえなかったことが落ち度だというんだけれども, そ

れを言い出したら, ずっとひどい扱いしてきた会社側

は, いつでも見直す機運はあったわけでしょう｡ たま

たまその時期に, 労働者側がちょっと譲歩したらコト

がうまくいく可能性があった, それをとらえなかった

おまえはけしからん, というのは, いろんな事情のバ

ランスの中での判断だと思いつつ, やっぱりでもちょっ

と冷たい感じがします｡

盛 そうです｡ 処遇を見直す機運があったと強くう

かがわれるというのはちょっとひどい｡ 会社として今

までのすべての差別を謝罪して, これから公正な配置

にしますと決定して意思表示もしたのかというと, そ

れはないわけですから｡ それなのに, こういう機運が

あったというだけでそのように判断するのは, ちょっ

と行き過ぎだと思います｡

森戸 しかしそこが結構判決の結論にも影響してい

ますよね｡ 平成 4年以降についての 3割減額の理由は

これですから｡ ちょっとひどいのではないかと｡

盛 そうですね｡

＊慰謝料の算定

森戸 慰謝料についてですが, 2000 万円というの

が金額自体, 多いといえば多いですけれども, 昭和

50 年から見たら 30 年分です｡ 平成 4年から見ても 15

年弱あるわけで, それで考えると 2000 万というのは,

本当にこの事実のとおりだとしたら, そんなに多くも

ないという気がします｡

盛 逸失利益が低い分, 慰藉料で考慮したつもりな

のでしょうが, 差別の期間を考えると, 決して高くは

ないですね｡

森戸 逸失利益についても, 具体的に財産的損害は

いくらかというときに, 同期同学歴の平均ではサンプ

ルが少なすぎてだめだと｡ ではこの X さんの次に昇

格が遅い, 2 度降格されているという人がいて, この

人を基準に, 少なくともそれくらいはもらえていただ

ろうという計算をしています｡

たしかにこの理由は一応はわかるけれど, だからと

いって一番出世しなかった人が基準でいいのでしょう

か｡ もしこの扱いを受けなかったら, たしかに少なく

とも 2度降格の人と同じだけはもらえていただろうけ

れど, しかし, 普通に考えればもうちょっともらえて

いたと言えますよね｡ ここを労働者側として立証して
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いくのに何か方法はあるんでしょうか｡

盛 適切に評価していれば, どのあたりに位置づけ

られていたかということを推定して算定するという方

法もある｡

森戸 どこを基準にするかというのは男女差別なん

かでもある話ですよね｡

盛 たしかに, 同期同学歴というのは広く用いられ

ている基準ですが｡ 実際には, だんだん年齢が上がっ

てくると, 同期同学歴が昇進したり退職したりして,

適当な比較対象者がいなくなってしまったということ

もあります｡ では, そういう場合に, どういう基準で

救済の内容や方法決定するかとなると, 非常に難しい

問題ですね｡

森戸 ラフな言い方ですけれども, 基本的にその辺

は, もし差別が認定されているのであれば, 会社側が

ある程度立証の負担を負うべきだろうなという気はす

るんです｡ 会社側の人事の話ですからね｡

差別しなかったという反証について会社はもちろん

責任はありますが, それだけじゃなくて, 具体的に逸

失利益の金額を算定するときも, 会社側が差別がなかっ

たとしてもこのぐらいであるということを明確に言え

ない限りは, 同期同学歴ぐらいでこのぐらいという判

断になってもやむをえない｡ そういうような形で立証

責任を会社側に負わすことがあってもいいと思うんで

すが｡

盛 従来はそういう場合に, 会社に立証責任を負わ

すという形じゃなくて, 慰謝料の算定で考慮するとい

うことで処理したものがありますね｡ 男女間の賃金格

差差別の事件で, 具体的な賃金差別の金額が特定でき

ない, 立証されていないから, その分は慰謝料で考慮

すると明言した裁判例もありました (野村證券事件・

東京地判平成 14・2・20 労判 822 号 13 頁)｡ ほかに,

可能性としては, 損害額が確定しがたい場合には裁判

所が決定するという民事訴訟法第 248 条を使うことも

考えられるでしょう｡ 裁判例としては少ないものの,

労働事件でもそれを利用したものがあります (日本コ

ンベンションサービス事件・大阪高判平成 10・5・29

労判 745 号 42 頁)｡ これは要するに, 損害があること

は確かなんだけれど, その額が立証できないために原

告が負けるということを回避しようという規定ですね｡

森戸 その規定の射程にぴったり当たるのかどうか

はわからないですけれども, でもそういう規定を使っ

てもいいと思いますね｡ この事件に限って言っても,

やっぱり何か一番出世しなかった人が基準というのは

おかしい気がします｡

盛 時効についてですが, 原告側は, 原告に対する

違法な処遇は 28 年前から一貫して現在まで継続して

いる｡ 原告の請求権はこのような一連の不法行為また

は債務不履行に基づくものであるから, 消滅時効がま

だ進行していないという主張をしています｡

森戸 労働組合法の ｢継続する行為｣ みたいな主張

をしたんですね｡

盛 これは, 判例上は完全に否定されていますね｡

こういう査定が繰り返し行われる場合については, 査

定自体は 1回限りの行為であって, 査定とそれに基づ

く賃金支払いは一体のものという考え方が定着してい

ます｡

森戸 たしかに裁判所の言うように, 毎回賃金をも

らうごとに, そこで訴訟を起こすことはできますから

ね｡ 行為があった時点で損害及び加害者を認識し, あ

るいは権利を行使することが可能であったということ

でしょう｡ 原告側が, 会社にいるんだから, そうは言っ

ても訴訟なんかは起こせない, とも言ったんですが,

退けられました｡

盛 そうですね｡ 会社にいる間は一切訴訟を提起で

きないということは, 言えないでしょう｡ 本判決も,

時効が成立すると言いつつ, 慰謝料の算定のところで

は, 時効消滅した昭和 50 年からの部分の処遇と時効

にかかっていない部分も基本的には同質だということ

で慰謝料を算出すると言っています｡ 判断の枠組みと

しては, 時効消滅した部分も事実上考慮したとも言え

るので, その限りでは, 時効の法律上の原則に乗った

上で, 柔軟に判断しようとしているのだろうと思いま

す｡

2. 自己裁量・高額報酬社員と時間外労働の
対価

モルガン・スタンレー・ジャパン (超過勤務

手当) 事件 (東京地判平成 17・10・19 労判 905

号 5 頁)

ディアローグ 労働判例この 1年の争点

日本労働研究雑誌 31

事案の概要

国際的な金融サービスを業とする Y 社の従業

員であった X は, 時間外労働に対する対価が支

払われていなかったとしてこれを Y 社に請求し

た｡ Y 社はこれに対し, ①X は労働基準法第 41



森戸 事案自体は単純で, 外資系金融機関, イン

ベストメントバンクの Yの元従業員 Xが, 所定労働

時間外の労働の対価としての超過勤務手当が未払いで

あるということで, Yを訴えました｡

超過勤務手当という用語が本件の理解をちょっとや

やこしくしているのではないかと思うんですが, とり

あえず裁判所が使っている言葉なので, それに従いた

いと思います｡ ただ, いわゆる法内超勤に関する就業

規則等の規定はなかったということなので, 結局は労

基法の時間外割増賃金の請求の訴訟だと言ってよいと

思います｡ 所定労働時間は午前 9時から午後 5時半で,

間 1 時間休憩の 7時間半｡ ただ, Xはこのほかに朝 7

時 20 分から 9 時までも労働したという主張です｡ そ

うすると 100 分多いんですが, しかし 30 分は法内超

勤になるので, 結局法定時間外労働になるのは 1 日

70 分という計算になります｡ この 1 日 70 分のぶんを

もらっていないという請求です｡ 報酬をやたらもらっ

ている人なので, 70 分ぶんでも数年分でかなりの額

の請求になっているわけです｡

X は当時 Y で外国為替の営業をやっていて, 会社

の中では ｢プロフェッショナル社員｣, その中のオフィ

サー, ED (エグゼクティブディレクター) という位

置づけだったようです｡ 基本給は 2000 万円ちょっと

で, ボーナスもすごくもらってまして, 年平均すると

ボーナスと基本給合わせて 30 万ドルから 60 万ドル,

ときには 6000 万円以上｡ とにかくそういう高額の報

酬をもらっていた人なわけです｡ 要するに大学教授の

10 倍ぐらいもらう人だったと｡ わざとちょっと大学

教授の給料を安目に言っておこうという意図が働いて

いますけれども (笑)｡ とにかくすごくもらっていた

人だということは確かです｡ 論点としては, X が労

基法第 41 条第 2 号の管理監督者に該当するんじゃな

いかという争点もあったんですが, 裁判所はこの点は

一切判断せず, 所定時間外労働の対価は全部支払い済

みであるということで, Xの請求を棄却しました｡

判旨としては大きく 2つに分かれます｡ まず判旨 1

として, X が所定時間外に労働した対価は基本給の

中に含まれているから, もう支払い済みである, と判

示しました｡ 支払い済みであると言えるのはなぜかと

いうと, 裁判所によれば, 第一点, X はかつて邦銀

に在職していた時は所定時間外労働をすれば超過勤務

手当が発生することを知っていて, かつそれをもらっ

ていたのに, Y 社で働いていた当時, それから前に

勤めていた別の外資系のインベストメントバンクの時

代も, 超過勤務手当の名目で給与の支給を受けていな

いということは認識しながら, それに何ら異議を述べ

ていなかった｡

第二点, Y 社入社時のオファーレターにも, 所定

時間を超えて労働した場合に報酬が支払われるという

記載がなかった｡

第三点, X の給与はとにかく高額だった｡ 第四点,

X の勤務時間は全く管理されず, X はほぼ完全に自

分の裁量で働いていた｡ 第五点, Y のような外資系

インベストメントバンクでは, X のような社員に対

して所定時間外労働に対する対価も含んだものとして,

極めて高額の報酬が支払われ, 別途, 超過勤務手当名

目での報酬支払いはないのが一般的であった｡ このよ

うな一連の事実を指摘しまして, だから基本給の中に

超過勤務手当も含めて支払われていたんだ, という判

断です｡ X もそれはわかっていた, 合意があった,

そういう契約だった, ということです｡

しかし, 超過勤務手当が基本給の中に含まれている

という合意があったとしても, X が受け取る基本給

では, 超過勤務手当とそれ以外との区別がなされてい

ないので, 小里機材事件 (最一小判昭和 63・7・14 労

判 523 号 6 頁) の判例からすれば, そのような合意は

無効ではないか｡ このように X側が主張しまして,

それにこたえたのが判旨 2です｡

それによりますと, まず労基法第 37 条第 1 項の制

度趣旨は, 過重な労働に対する労働者への保障を行お

うとするものである｡ 小里機材事件の労働者のように,

所定労働時間が決められ, 労働時間の対価として給与

が定められているというような事案においては, 所定

時間労働の対価と所定時間外の労働の対価との区別が

ないと, 実際には所定時間外労働をしたにもかかわら

ず, その対価が支払われないというおそれがあるので,

サービス残業を助長し, 労基法第 37 条の制度趣旨を

没却する｡

しかし本件では, 労基法第 37 条第 1 項の制度趣旨
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条第 2 号の ｢管理監督者｣ に当たる, ②X は高

額の基本給及び賞与を支給されており, X の請

求する超過勤務手当はこれに含まれる, と主張し

た｡ 裁判所は, X の時間外労働の対価は毎月の

基本給の中に含まれていたと判断し, X の請求

を棄却した｡



を没却する可能性はない｡ なぜなら……ということで

挙げられている事情は, 実は判旨 1で言及されている

ものとほぼ同じです｡ 要するに, 第一に X の給与は

労働時間数で決まっているのではなくて営業利益をい

くら上げたかで決まっている｡

第二に, X は労働時間管理をされておらず, 完全

に自分の裁量で労働していた｡ Y もそれを許容して

いた｡ そもそもXがどのぐらい時間外労働をしたか,

しなかったかを把握すること自体が困難なシステムだっ

た｡

第三に, X は Y から超過勤務手当が支給されるも

のとは考えていなかった｡ これは働いている当時は,

ということでしょう｡

第四に, とにかく報酬が高額なので, 1 日 70 分ぶ

んの超過勤務手当を基本給の中に含めて支払う合意を

したからといって労働者保護に欠ける点はない｡ 以上

の点から, 基本給の中に所定時間外労働に対する対価

が含まれているという合意は有効と考えてよい｡ よっ

て結論はX敗訴となりました｡

この事件は非常に興味深い事件で, 理論的にも, 実

務上も影響が大きいと思います｡ 地裁の判決ですけれ

ども｡ つまり, 外資系企業の多くが実際上は, いや外

資系じゃなくてもですが, こういう報酬の払い方をし

ているんだと思います｡ もちろん裁量労働制なんかの

形式を整えている場合も多いと思いますが, 整えてい

ない場合もあるかもしれません｡ この会社もそうなわ

けです｡

要するに, グローバルな展開をしている企業は, 世

界のどこで働いても同じような報酬体系であるべきだ

というのが基本にあって, そっちから給料の体系をつ

くります｡ そうすると当然この事件のようになる｡ た

だグローバル企業の全世界共通の報酬システムが, 日

本の労働法上は問題になるということがあるわけで,

それがまさにこういう場合ですね｡

ただもしこの事件のような扱いでいいんだというこ

とになれば, 一定の場合には時間外分もまとめて, よ

く区別できない形であっても一括して年俸で支給する｡

これを管理監督者ではないかもしれない人についても

実施できるということになりますので, 非常に影響は

大きいんじゃないでしょうか｡

あと, 最初に指摘した超過勤務手当という言葉は,

判旨では所定時間外労働に対する対価という意味で使

われているようです｡ ただ, 判旨は他方で, 労基法の

ことを指して ｢同法に基づく超過勤務手当は｣ みたい

な言い方もしていますので, 何かちょっと用語の混同

があるような気もするんです｡ 所定時間外労働に関す

る対価として法内超勤分も含めた言い方での超過勤務

手当というのと, 労基法第 37 条による割増賃金を加

えた分の超過勤務手当というのが混同されているとい

うか, 余り区別が意識されずに議論されているのかな

という気もします｡

判旨を読むときに, 超過勤務手当というのが何を指

すのかわかりづらい｡ あるいはもしかしたら, そこは

あえてぼかして, 裁判官は頭いいですから (笑), わ

ざとその辺をうるさく区別しないでざっくり結論を出

しちゃったのかもしれません｡ ちょっとうがった見方

ですけれども｡

判旨 1 , 所定時間外労働への対価も基本給の中に含

まれているという合意が明確にあったという判断, そ

れ自体は問題ないと思います｡ やはり問題は判旨 2 ,

小里機材事件のルールに違反していないかという点で

しょう｡

＊本件判断と過去類似判例の関係

ただそもそも私は, 小里機材事件を基準にしている

こと自体にちょっと疑問があります｡ 小里機材事件で

は, 実は最高裁自身はなにも判示していません｡ 実質

地裁の判断です｡ しかも, 判旨も言っているように,

本件と違って割増賃金も含めて払うという合意の成立

が否定された事案です｡ 本件でいえば判旨 1のところ

で結論が出ちゃった｡ つまり本件の判旨 2にあたる部

分の一般論は傍論なわけです｡ なのに裁判所はこれに

乗っかって判断しています｡ X の代理人が小里機材

事件をもち出して, 裁判所もそれに乗っかっちゃって

いるんですけれども, そもそもこの事件が先例として

挙げるのにふさわしいものなのだったのかどうか, そ

こに大いに疑問があります｡

一番最近ですと同じような事例で創栄コンサルタン

ト事件 (大阪地判平成 14・5・17 労判 828 号 14 頁)

があります｡ 本件は東京地裁なので, 大阪地裁の判決

は無視するのかもしれませんけれども (笑), こっち

のほうが事案は近いんです｡ まさに年俸制定額払いの

事件ですから｡ ただし結論は逆で, かつ年収 300 万円

の事件ですが｡ 事案としてはこちらのほうが近いし,

一応最高裁までいって上告不受理になっていますので,

実は小里機材と比べても先例としての意義はそんなに
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変わらないんじゃないでしょうか｡

それから最高裁ということで言うならば, 事案はちょっ

とずれますけど, 高知県観光事件 (最二小判平成 6・

6・13 労判 653 号 12 頁)｡ 年俸制ではなく歩合給の事

件ですが, 最高裁として, 通常の労働時間の賃金に当

たる部分と, 時間外及び深夜の割増賃金に当たる部分

とを判別することを可能にしておくことが法の要請だ,

ということは言っていますので, これに反するという

主張もできたんじゃないでしょうか｡ 小里機材でもい

いのかもしれませんが, ほかの判例ももっと挙げられ

たんじゃないかなと｡

いずれにせよ, これまでの学説なり裁判例の多数と

いうのは, 割増賃金を一定金額で払うということ自体

は違法じゃないけれども, ただ, その割増賃金部分が

法定の額を下回っていないかどうか, 後で確認できな

いようではまずいので, そういう後で確認できないよ

うな方法による賃金の支払い方法は, 労基法第 37 条

違反で無効である, という考え方に立っていたと思い

ます｡ 創栄コンサルタント事件もそうですし, そのほ

かの裁判例, たとえば城南タクシー事件 (徳島地判平

成 8・3・29 労判 702 号 64 頁), 共同輸送事件 (大阪

地判平成 9・12・24 労判 730 号 14 頁), 関西事務セン

ター事件 (大阪地判平成 11・6・25労判 774号 71頁),

このあたりも同様です｡ 労基法第 37 条の趣旨として,

時間外分とそれ以外とを区別できるということが大前

提で, できないこと自体が違法だというような考え方

でした｡ その上で, どれも大体労働者側の請求を認容

しています｡ 割増分未払いだから払え, と｡

それでいくと, この事件というのはそういうこれま

での通説的見解に反する判断をしているように見えま

す｡ かつ, これまでの裁判例は, 法定時間外分とそれ

以外とを相当明確に区別することを要求しているよう

に読めます｡ そういうことからすると, 一括払いでい

いじゃないか, というのはかなりこれまでの考え方と

違います｡

本判決は, しかし従来そういうふうに当然のように

考えられてきたルールについて, それが適用されない

場合もある, つまり, 場合によっては割増部分が区別

できなくてもいい, と言った｡ これは今までになかっ

た初めての判断です｡ 大体こういう事件で会社側が勝っ

たというのも初めてだと思います｡

盛 評価が分かれるところですね｡ 僕はどっちかと

いうと積極的に評価しているほうなんですが｡ やはり

これだけ高額の報酬を受けている場合には, 労基法も

想定外という感じがしますね｡

森戸 私は先に結論だけ言うと, ちょっと苦しいの

かもしれないですけれども, 管理監督者のほうでいけ

ばよかったんじゃないかなと思ってます｡

盛 実際には, 管理監督者として処理されている可

能性はあります｡ というのは, 最近の調査結果を見て

も, 課長以上は管理監督者として扱っている企業が多

いみたいですね｡ そうなると, 本件の原告くらいの人

はポストは確かに低いかもしれないけれど, それに準

ずるものとして扱われている可能性が高い｡

森戸 実務上もそうですしね, 理論的にも管理監督

者でいけるんじゃないか｡

盛 でも, 管理監督しているかな｡

森戸 そこはちょっとテクニックが必要なんですが｡

盛先生がこの判決を評価されるとすれば, 管理監督者

というところではなくて, 結局, こういう合意は有効

だという立場を支持するわけですよね｡

＊｢労働時間｣ 算定の困難さ

盛 いや, この判決の処理方法はかなり技巧的です｡

私だったら, 労働時間の算定が困難ということで結論

を出すと思います｡

つまり, 原告がミーティングに出ていたことは確か

だけど, 普通の所定時間内に退社してもおとがめなし

で, 労働時間の管理が全くなかった｡ もちろん使用者

には, その場合でも労働時間を管理する義務があるか

どうかという問題はあるけれど, この事件について言

えば, 労働時間の算定は困難であって, 原告が主張す

るような時間がすべて所定外時間に当たるとは認めら

れない｡ したがって, 時間外労働時間数についての立

証がないから請求は棄却ということになる｡

森戸 なるほど, 事業場外みなし労働みたいですね｡

時間外労働は立証されていない, という枠組みでしょ

うか｡

盛 ただ, いま言ったやり方でいくと, 反論として,

使用者側には労働時間を管理する義務があった｡ 義務

があったのに管理していなかった｡ したがって, 時間

数は厳密には立証できないとしても, 1 日当たり, 1

週当たりで法定時間を超えた時間は必ずあるはずだと｡

その分は損害になっているから, 先ほど出た民事訴訟

法第 248 条によって損害賠償を請求するということは

あるかもしれない｡
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森戸 一応, 午前 9時から午後 5時半という所定時

間があり, 明らかに早朝ミーティングには出ていた｡

それがあるのに, 労働時間はそもそも算定が無理だと

か, 何時間働いていたかわからないと言ってもいいの

でしょうか｡

盛 少なくとも明確にされるべきなのは, 所定時間

を超えて労働したということじゃなくて, トータルと

して何時間働いていたかということです｡ ミーティン

グに 1 時間早目に出たのに, 1～2 時間早目に帰って

いたということになれば, 1 日 8 時間を超えないわけ

ですから｡ だから, 裁判所としては, 具体的に立証で

きた範囲で認容すれば足りるわけでしょう｡

森戸 もうちょっと厳しく, この日は実際にはどの

ぐらい働いていたんですか, というのを原告側に逐一

立証するよう要求しても, それは無理ですよね｡

盛 労働時間の算定については, かなりの裁判例が

あって, 裁判所はいろんな方法で労働時間を算定して

います｡ 推定ということもしています｡ 恐らくその前

提には, 労働時間数は厳密に算定できないけれども,

時間外労働はあると認められる以上, 使用者が時間外

手当を支払わないのは不公平だという心証のようなも

のがあるのでしょう｡

森戸 たしかに, 先ほどやった互光建物管理事件で

は, 管理組合との打ち合わせとか, 火災対応などにつ

いて, 時間外賃金請求は可能だが, 主張立証が具体的

にないのでだめ, ということを言っていますね｡ そう

すると, 労働時間の算定, つまりある意味実労働時間

がどれだけだったかということをもうちょっとちゃん

と見ていくことで, この事件も妥当な結論に至ったん

じゃないかというご意見ですね｡ そもそも時間外労働

がなかったという形にできたんじゃないかと｡

盛 時間外労働の立証があったと認められる範囲で

請求を認容するということもありうるということです｡

全く否定するということを主張しているわけじゃあり

ません｡

森戸 じゃあ, 実際にもうちょっと詳しく認定して

みたけど, やっぱりちゃんと会社に所定時間内はちゃ

んといて, さらにそれ以外に早朝ミーティングも 100

分出ていた, ということになれば請求は認容されるわ

けですよね｡

盛 労基法が適用されると考える以上は, 結論はそ

うなるでしょうね｡

森戸 盛先生の枠組みだと, 報酬が 6000 万円だっ

たからとか 3000 万円だったからということとは全然

関係なく, あくまで実際上, 労働時間がどのぐらいか

を算定するべきだということですね｡

盛 そうですね｡

森戸 先ほどちょっと言いましたけど, 私は管理監

督者のほうに持っていっちゃえばいいんじゃないかと

思っています｡ 現行法の枠組みの下では, ということ

ではありますが｡

盛 それは難しいのではないですか｡ 結局, いま議

論されている自律的労働についての日本型イグゼンプ

ションということになるんでしょうけど｡ でもこの判

決のような解釈が可能だということになると, もうそ

ういう制度は必要ないということになりますね｡ この

判決は制度を先取りするものだという評価も可能です

が, むしろ現行制度の下でもすでに導入は可能だと言っ

ているようなものですから｡

ただ, この事件の場合は極めて高額な報酬ですね｡

立法でそういう働き方を特別に定めるとするならば,

もっと低い報酬でも適用除外を認めるためということ

になるでしょう｡ 日本経団連のように報酬要件は 400

万でいいことにするためには, やはり制度化が必要で

すね｡

森戸 まあ, 400 万円はちょっと低すぎだなとは思

いますけど, ただ報酬基準で機械的に切るというのも,

立法論としてはありうると思います｡

盛 高額な報酬であるということは, 裁量的な労働

をしているということの一つの判断要素になりうると

思うんです｡ だから, 一定の水準以上であれば, これ

はもう裁量的な労働で, だから労働時間規制の適用を

外すという, そういう理屈にはなると思いますね｡

＊｢合わせ技一本｣ ？ 本判決の意義

森戸 本件に戻りますが, 判旨は, 基本給 2000 万

円にすべて含まれているという合意は有効なんだ, と

いうその理由として, X の働き方の実態をたくさん

挙げているわけです｡ しかしそれにはあまり説得力が

ないんじゃないかなというのが私の印象です｡ 例えば

給与が業績連動的に決まっているから, というんです

が, それは歩合制のタクシー運転手さんだってそうで

す｡ それに X の場合も, ボーナスはたしかに利益に

連動していますけど, 基本給自体は大体 2000 万円で

固定されているので, 別に業績にリアルに連動してい

るわけじゃない｡
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それから, 労働時間管理がされていなかった, 時間

外労働の把握が困難なシステムだったというのは, やっ

ぱり本末転倒, これを理由として挙げるのはちょっと

おかしい｡ じゃあ時間管理しないでいれば, 割増賃金

を払わなくてよくなるのか｡ それはおかしい｡

それから本人も超過勤務手当なんかもらうつもりは

なかった, というのは, またそもそも論ですが, 労基

法は当事者がどう思っているかということと関係なく

規制を行う強行法規ですから, これまたあんまりそれ

を強調するのもどうかと｡

最後の, 報酬が高額だから労働者保護に欠けること

はないというのは, これは妥当かどうかはともかく,

わからないでもないです｡ 保護に欠けることがないだ

ろうというところは確かですから｡

ただ, これを一つ一つけなしていくとこうなります

けれども, 判旨としてはこの 4つが全部そろっている

んだからいいだろ, という意味なんでしょうね｡ ｢合

わせ技一本｣ で｡

それから, 先ほども指摘しましたが, 判旨 1の, そ

ういう合意があったかということについての判断と,

判旨 2の, それが労基法違反あるいは小里機材事件の

判例違反にならないかということについての判断｡ こ

の両方をほぼ同じ事実をベースにやってるわけです｡

しかし理論的に言えば, 判旨 1のほうは合意がなされ

たかどうかということについての判断ですから, そう

いう一連の事実関係が理由でいいと思うんですけど,

判旨 2のほうは強行法規である労基法の解釈が問題に

なっているので, それとは違う理由づけが必要なんじゃ

ないでしょうか｡ どうもこの理由づけには問題がある｡

しかしほかにいい理由も思い浮かばない｡ 理論的に考

えれば, 労基法第 37 条が一定の計算のもとで割増賃

金を払えと言っている以上, つまり同条が適用になる

労働者である限りは, 通常の労働時間に対応する部分

と時間外の分とは区別できるようになってなければい

けないんじゃないかと｡ そこからさらに広げていくと,

結局本判決は, いろんな理由は挙げていますけれども,

X のような労働者については労基法第 37 条の適用が

ないと言っているのに等しい｡

それだったら, 管理監督者だと言っているのと同じ

じゃないでしょうか｡ だったら管理監督者でいくほう

が素直なんじゃないの？ というのが私の結論です｡

実は判旨もそういうことを言っているんじゃないか｡

そういう評価です｡

盛 いまの制度で管理監督者に含めるのはちょっと

無理だと思います｡ たしかに管理監督というのは, 言

葉としては非常に広いものですけれど, 従来の第 41

条の解釈としては, 最初になぜ適用除外になるのかと

いう議論から始まるわけで, まさに管理監督者という

のは労働時間について特別の規制を受けないとか, 一

定額以上の報酬を受けているから労働時間規制の適用

をしなくてよいという判断があったわけです｡ だから,

それをもう少し解釈で広げていくというのはわかりま

すが, 逆に, 全く管理監督をしていないのに管理監督

者に含めるというのはどうでしょうか｡

判決が述べている理由については, たしかに一つ一つ

見ていくと無理はありますが, 時間外手当の包括払合

意の認定のためにはこのくらいでよいと考えているの

でしょう｡

森戸 やはり ｢合わせ技一本｣ なんでしょうかね｡

＊裁量労働制との関連

盛 労働時間管理についてもう一つつけ加えると,

この事件の場合, 裁量労働制にしようと思えばできた

と思うんです｡ それをしていなかったんだから, 労基

法が全面的に適用されるのもやむをえない｡ したがっ

て, 実労働時間が立証される限りでは割増賃金を払う

べきだという主張は成り立つと思います｡

＊｢管理監督者｣ とは誰のことか

森戸 労基法第 41 条第 2号の管理監督者について,

行政解釈では ｢労務管理について経営者と一体的な立

場にある者｣ というような説明をしています｡ 裁判例

では, 出退勤の自由があったかどうか, 部下の人事考

課に関与していたか, 経営上の重要事項に関与してい

たか, それなりの役職手当があったか, などのファク

ターで判断しています｡

それに当てはめると, X は時間管理を受けていな

かった｡ 報酬も相当もらってはいた｡ しかし部下の労

務管理に関与するとか, 経営上の重要事項に関与する

とかいうのはなかったようです｡ ですから, 従来の考

え方で機械的に答えを出すなら, 管理監督者とは言え

ないだろうということになるかもしれません｡ 裁判所

もそう思ったんだろうとは思います｡

ただどうも, 第 41 条第 2 号の行政解釈も, それか

らこれまでの裁判例も, いわゆる日本の典型的な会社

組織, 人事形態みたいなのを当然の前提としてできて
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いるんじゃないでしょうか｡ 本件の外資系企業のよう

な組織のあり方を前提としてはいないような気がしま

す｡

組織のあり方が違うのに, 機械的にそういう行政解

釈の基準を当てはめていいのかどうか｡ 日本の会社的

な意味での労務管理というのを, たとえば外資系企業

ではしていなかったりするわけです｡ なのに日本的な

会社のスタンダードを絶対的基準にするのはおかしい

んじゃないか｡

法の趣旨は結局, 行政解釈がみずから言っているよ

うに, 重要な職務と責任を有し, 現実の勤務形態も労

働時間とか休日に関する法規制の枠をはめるのが適切

でないような立場にあるものに限って適用除外を認め

る, というものです｡ この本件の Xも決してこれに

外れるものではないと思います｡

行政解釈も最近の企業の実態に合わせて, 本社の企

画調査のいわゆるスタッフ職などについて, 法制定当

時にはあまり見られなかったが……というような前置

きをつけて, 職務内容や処遇の程度によっては, 管理

監督者と同様に取り扱ってもこれらの者の地位からし

て労働者の保護に欠けるおそれがない, というような

ことを言っています (昭和 63・3・14 基発 150 号)｡

簡単に言うと, ラインの管理職と同等の位置づけなら

管理監督者でよい, ということのようです｡ この辺も

本件の手がかりになるんじゃないか｡

形式を見ても, このXは ED (エグゼクティブディ

レクター) であり, 部のナンバー 2 , それなりのポジ

ションなんですね｡ そんなに数はいないんですよ｡ 形

式的にも一応の地位にはあると言えるんじゃないかと

いう気がします｡

判旨に戻ると, 超過勤務手当分も含めて払う合意が

労基法上も違法でないと判旨が言った理由の一つは,

結局, それだけお金もらっているんだから, そう考え

ても労働者の保護に欠ける点はないということだった

わけです｡ でしたら管理監督者のほうでも, X が管

理監督者だと考えても保護に欠ける点はない, という

ことも同じではないか｡

部下がいなくて, 仕事は基本的に自分だけでやる｡

しかし報酬は高額で仕事内容は非常に裁量的｡ こうい

う場合は, ここからがちょっと苦しいところなんです

が, 自分で自分を管理するような形で働いていると｡

それはイコール経営サイドの行為とみなしてもいいん

じゃないか｡ 自己管理型管理監督者みたいな, そうい

うことで労基法第 41 条第 2 号を適用したって, 解釈

論としてもおかしくはないんじゃないでしょうか｡

裁判所としては, 管理監督者に関するこれまでの判

断基準にチャレンジするよりは, 超過勤務手当込みの

合意も OK というほうで判例通説にチャレンジする

ほうがいいだろうという道を選択したんだとは思うん

です｡ でも私はどっちかというと管理監督者でいった

ほうが, まだ筋が通ったんじゃないかなという印象で

す｡

もちろん, そもそもで言えば裁量労働制なんかで対

処するのが筋ということになるんでしょうが｡

盛 たしかに現行法の枠でいくんだったら裁量労働

制ですね｡ でも, 最初の理由づけがちょっと気に入ら

ない｡ 外資系の働き方と日本の会社の働き方が違って

いて, 外資系の会社に労基法をそのまま適用すること

は問題だと言ってしまうと, これは外資系の働き方に

対して, 労基法の全面的な免責を認めるようなことに

なりませんか｡

森戸 いえ, そこまでは言ってないです｡ 労基法全

体がすべていらないというのではもちろんないです｡

ただ管理監督者かどうかの判断において, 日本の組織

のあり方を当然前提としてできている行政解釈がうま

くはまらない働き方の職場があるんじゃないか, それ

がたとえば外資系なんかで典型なんじゃないかと……｡

盛 そういうことだったら, 日本の企業にだって,

新しい組織とか働き方に挑戦しているところはかなり

あると思いますよ｡

森戸 まあ外資系だけの問題じゃないでしょうね｡

いずれにしても, 行政解釈というのは実際の職場の実

態に配慮した上で管理監督者の判断基準をわかりやす

くするために親切にかつ詳細につくってあるんだろう

とは思うんですが, しかし結果的に組織のあり方が全

然違うと当てはめづらくなっているんではないかなと｡

それが私の問題意識です｡

盛 そういう従来の行政解釈などに基づく管理監督

者の範囲と, さっきも言ったみたいに, 実態としての

管理監督者の範囲というのはかなりずれているという

のが一つ｡

それから先ほどのスタッフ職ですけれども, あれも

管理に引っかけて, 要するに相当社内のポストが上で,

しかも企業の企画立案とか, そういう中枢的な業務に

従事しているということを前提に管理監督者として扱っ

ていいということで, そうすると本件の原告のような
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人を管理監督者とするのはたしかに苦しい｡ 理由とし

ては, 自律的な働き方をしているということくらいし

かないけれど, そういう管理的なポストについている

わけでもないし, 部下がそんなに多くいるというわけ

でもない｡

森戸 そうなんですよね｡

盛 たしかに, 組織の中ではナンバー 2かもしれな

いけれど, 部下を抱えてそれを監督しているという立

場にはない｡ 要するに, 営業成績を上げればそれに応

じて報酬が支払われるということですよね｡

だから, 管理監督者というのは, 気持ちはわかるけ

れども解釈としてはかなり難しいのかなと｡ だから制

度改正が必要だという主張にもなってくるのでしょう｡

森戸 先生が先ほどおっしゃったように, 実際の労

働時間がそもそもそんなに法定時間を大きく超えてい

ない, という方向でいければ一番よかったと思うんで

すが, ではそれでいけない場合に, 管理監督者でいく

のがいいのか, それとも本判決のように, 場合によっ

ては時間外分を区別できないような払い方でもいい,

という方でいくのか｡

盛 要するに, いま審議会で検討しているような自

律的働き方に応じた労働時間制度というのは, 適用除

外が唯一の方法じゃないんです｡ 報酬について明確に

何時間分として包括的に割増賃金を含んだものとして

報酬を合意するという, そういうことを認めたってい

いわけです｡

森戸 立法論としてはそうだと思います｡ ただ現段

階の解釈論としては, 私の自己管理型管理監督者とか

いう苦しいやつよりは, まだこの判決のほうがマシで

しょうか｡

盛 次善の策みたいな感じでしょうか｡ さっきかな

り苦しい理由づけだと言いましたが, ほかの同じよう

な会社でも, 大体そんな裁量的な働き方をしていて割

増賃金を払っていない｡ それから本人の場合も, それ

までいた会社では割増賃金が払われていたのに, 転職

して払われなくなった｡ これは外資系だから払われな

くなったというよりも, むしろ業界の慣例のようになっ

ていて, そんなものだと思ってそれに従っていたと考

えれば, そういう包括払いの合意を認めてもいいので

はないかという気もします｡ すでに何千万円ももらっ

ているのに, さらに割増賃金もというのは, ちょっと

やりすぎだと…… (笑)｡

森戸 もちろんそうなんです｡ ただそれも, 基本給

でいえば 2000 万円なわけで, じゃあ 300 万円じゃだ

めだとして, 1000 万円だったらどうかとか, 金額で

切っていくと, なかなか微妙ですよね｡ さっき外資系

うんぬんのところで, ディアローグ 2年目にして初め

てちょっと対立が生じましたけど (笑), 外資系に限

らず, 要するに新しいタイプの組織については, 行政

解釈が対応しきれていないのではないか｡ 従来型の組

織を当然の前提としすぎているから, ということなん

です｡

盛 それはそのとおりです｡

森戸 そこは少し柔軟でもいいのかなと｡

おわりに

森戸 さて, 今年の印象はいかがでしょう｡

盛 細かいところでは結構意見は分かれたけれど,

決定的な対立というのは最後のところだけですかね｡

森戸 最後の対立についても, 私も別に外資系企業

に労基法の適用がなくていいとは全然思ってませんの

で｡

盛 いやいや, わかってますよ (笑)｡

森戸 ただその働き方の実態をもうちょっとちゃん

と見たらどうかと｡

しかも法令のレベルというよりは, 行政解釈レベル

でという意味ですけどね｡ なんか一生懸命フォローし

て言訳しているみたいですけど (笑)｡

それ以外は今年も激しい対立はなく, また来年に持

ち越しですかね｡

盛 もう 1年残っているわけですね｡

森戸 来年盛先生だけいなくなると, 私がなにか失

礼したんだと思われますので, 是非来年もよろしくお

願いします｡

盛 こういう企画は, やはり読者にとっておもしろ

いものでないといけない｡ 来年は意図的に論点をつく

り出して, あえて対立点を明確にさせるような工夫で

もしてみますか｡ でも, それだとまるでやらせかな｡

森戸 それでもいいですけど, おまえは別なところ

ではこう言ってたじゃないかとかなると立場がないで

すね｡ 本当に対立する論点がちょうど出てくればいい

ですけどね｡

司会 学会を二分するような大学説をお二人でとい

うのはいかがでしょう｡

盛 よし, 来年こそはそれを目指しましょう｡
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森戸 何かありますかね, そういう事件が｡

じゃ, こういう感じで終わらせていただきます｡

(2006 年 8 月 7 日：東京にて)
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